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報告第１０号

専決処分の承認について

　

平成２８年度日向市一般会計補正予算（第３号）

承認を求める。

について別冊のとおり専決処分したので報告し、

平成２８年１１月２５日

　

提出

　

日向市長

　

十 屋

　

幸

　

平



議案第７６号

日向市一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

第１条

　

日向市一般職の職員の給与に関する条例 （昭和４２年日向市条例第５号） の一部を次のように改正する。

　

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後

　

（宿日直手当）・

第１９条

　

［略］

２

　

前項の規定にかかわらず、入院患者の病状の急変等に対処するために宿直

勤務又は日直勤務を命ぜられた医師には、その勤務１回につき、２００００円を

宿日直手当として支給する。 ただし、勤務時間が５時間未満の場合は、その

額に１００分の５０を乗じて得た額とする。

３・４

　

［略］

（勤勉手当）

第２２条

　

［略］

２

　

勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、市長の定める基準に従って定める割合

を乗じて得た額とする。この場合において、任命権者が支給する勤勉手当の額

の、その者に属する次の各号に掲げる職員の区分ごとの総額は、当該各号に定

める額を超えてはならない。

　

（１），前項の職員のうち再任用職員以外の職員

　

当該職員の勤勉手当基礎額

　　

に当該職員がそれぞれの基準日現在（退職し、若しくは失職し、又は死亡

　　

した職員にあっては、 退職し、 若しく－は失職し、 又は死亡した日現在。 次

　　

項及び附則第１３項第３号において同じ。）において受けるべき扶養手当の

　　

月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額を加算した額に、１００分の

　　

８０を乗じて得た額の総額

　

（宿日直手当）

第１９条

　

［略］

２

　

前項の規定にかかわらず、入院患者の病状の急変等に対処するために宿直

　

勤務又は日直勤務を命ぜられた医師には、 その勤務１回につき、３００００円を

　

宿日直手当として支給する。 ただし、 勤務時間が５時間未満の場合は、その

　

額に１００分の５０を乗じて得た額とする。

３・４

　

［略］

　

（勤勉手当）

第２２条

　

［略］

２

　

勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、市長の定める基準に従って定める割合

　

を乗じて得た額とするｏこの場合において、任命権者が支給する勤勉手当の額

のゞ その者に属する次の各号に掲げる職員の区分ごとの総額は、当該各号に定

める額を超えてはならない。

　

（１） 前項の職員のうち再任用職員以外の職員

　

当該職員の勤勉手当基礎額

　　

に当該職員がそれぞれの基準日現在，（退職し、若しくは失職し、又は死亡

　　　

した職員にあっては、 退職し、若しくは失職し、 又は死亡した日現在。 次

　　

項及び附則第１３項第３号において同じ。）において受けるべき扶養手当の

　　

月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額を加算した額に、′１００分の

　　

９０を乗じて得た額の総額



（２） 前項の職員のうち再任用職員

　

当該再任用職員の勤勉手当基礎額に１００

　

分の３７．５を乗じて得た額の総額

３～５

　

［略］

　

附

　

則

１６

　

附則第１３項の規定が適用される間、第２２条第２項第１号に定める額は、同

号の規定にかかわらず、同号の規定により算出した額から、同号に掲げる職員

で附則第１３項の規定により給与が減ぜられて支給されるものの勤勉手当減額

対象額に１００分の１．２を乗じて得た額 （最低号給に達しない場合にあっては、
勤勉手当減額基礎額に１００分の８０を乗じて得た額） の総額に相当する額を減

　

じた額とする。

別表第１及び別表第２を次のように改める。

（２） 前項の職員のうち再任用職員

　

当該再任用職員の勤勉手当基礎額に１００

　

分の４２．５を乗じて得た額の総額

３～５

　

［略］

　

附

　

則

１６

　

附則第１・３項の規定が適用される間、第２２条第２項第１号に定める額は、同

号の規定にかかわらず、同号の規定により算出した額から、同号に掲げる職員

で附則第１３項の規定により給与が減ぜられて支給されるものの勤勉手当減額

対象額に１００分の１．３５を乗じて得た額（最低号給に達しない場合にあっては、
勤勉手当減額基礎額に１００分の９０を乗じて得た額） の総額に相当する額を減

　

じた額とする。



別表第１（第３条関係）

　

行政職給料表

職員の区分 職務の

級

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

再任用職員以外の

　　　　　

職員，Ｉ

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

１１

　

，

１２

１３

１４

１５

１６

１７

１８

１９

２０

２１

２２

２３

２４

２５

２６

２７

２８

２９

３０

３１

３２

３３

３４

３５

３６

３７

　

円
１４１，６００

１４２，７００

１４３，９００

１４５，０００

１４６，１００

１４７，２００

１４８，３００

１４９，４００

１５０，５００

１５１，９００

１５３，２００

１５４，５００

１５５，８００

１５７，３００

１５８，８００

１６０，４００

１６１，７００

１６３，２００

１６４，７００

１６６，２００

１６７，６００

１７０，３００

１７２，９００

１７５，５００

１７８，２００

１７９，９００

１８１，６００

１８３，３００

１８４，８００

１８６，６００

１８８，４００

１９０，１００

１９１，７００

１９３，２００

１９４，７００

１９６，２００

１９７，５００

　

円
１９１，７００

１９３，５００

１９５，３００

１９７，１００

１９８，７００

２００，５００

２０２，３００

２０４，１００

２０５，８００

２０７，６００

２０９，４００

２１１，２００

２１２，６００

２１４，４００

２１６，１００

２１７，９００

２１９，６００

２２１，３００

２２２，９００

２２４，５００

２２６，０００

２２７，７００

２２９，３００

２３０，９００

２３２，２００

２３３，７００

２３５，１００

２３６，４００

２３７，７００

２３８，９００

２３９，９００

２４１，１００

２４２，４００

２４３，６００

２４４，８００

２４６，１００

２４７，０００

　

円
２２７，９００

２２９，５００

２３１，０００

２３２，６００

２３４，１００

２３５，８００

２３７，３００

２３８，９００

２４０，３００

２４１，８００

２４３，４００

２４４，８００

２４６，３００

２４７，８００

２４９，１００

２５０，５００

２５２，０００

２５３，７００

２５５，４００

２５７，２００

２５８，８００

２６０，６００

２６２，３００

２６４，０００

２６６，０００

２６７，９００

２６９，７００

２７１，５００

２７３，２００

２７５，１００

２７７，０００

２７８，７００

２８０，４００

２８２，３００

２８４，１００

２８６，０００

２８７，６００

　

円
２６１，１００

２６３，０００

２６４，８００

２６６，９００

２６８，７００

２７０，６００

２７２，５００

２７４，６００

２７６，７００

２７８，７００

２８０，８００

２８２，８００

２８４，８００

２８６，９００

２８８，９００

２９０，９００

２９２，９００

２９４，９００

２９７，０００

２９９，０００

３０１，０００

３０３，１００

３０５，１００

３０７，２００

３０９，０００

３１１，１００

３１３，２００

３１５，２００

３１７，１００

３１９，１００

３２１，２００

３２３，３００

３２４，７００

３２６，７００

３２８，６００

３３０，７００

３３２，６００

　

円
２８７，１００

２８９，３００

２９１，６００

２９３，７００

２９５，７００

２９８，０００

３００，３００

３０２，５００

３０４，６００

３０６，９００

３０９，１００

３１１，４００

３１３，５００

３１５，６００

３１７，８００

３１９，９００

３２２，０００

３２４，０００

３２６，１００

３２８，１００

３３０，０００

３３２，１００

３３４，１００

３３６，２００

３３７，７００

３３９，６００

３４１，５００

３４３，４００

３４５，１００

３４７，０００

３４８，９００

３５０，７００

３５２，６００

３５４，４００

３５６，２００

３５７－９００

３５９，３００

　

円
３１７，７００

３１９，９００

３２２，２００

３２４，４００

３２６，６００

３２８，６００

３３０，８００

３３３，０００

３３５，１００

３３７，３００

３３９，４００

３４１，６００

３４３，５００

３４５，５００

３４７，６００

３４９，６００

３５１，４００

３５３，４００

３５５，２００

３５７，１００

３５９，１００

３６１，０００

３６３，０００

３６４，９００

３６６，９００

３６８，８００

３７０，８００

３７２，８００

３７４，３００

３７６，１００

３７７，９００

３７９，５００

３８１，３００

３８２，７００

３８４，２００

３８５，８００

３８７，２００

　

円
３６１，８００

３６４，４００

３６６，９００

３６９，５００

３７１，５００

３７４，０００

３７６，３００

３７８，８００

３８１，３００

３８４，０００

３８６，６００

３８９，３００

３９１，７００

３９４，０００

３９６，２００

３９８，６００

４００，４００

４０２，４００

４０４，３００

４０６，１００

４０８，０００

４０９，８００

４１１，６００

４１３，５００

４１５，３００

４１６，８００

４１８，３００

４１９，９００

４２１，５００

４２２，８００

４２４，１００

４２５，３００

，４２６，５００

４２７，８００

４２９，１００

４３０，３００

４３１，５００

４



　　

・

．

　　　　　　　　

・

３８

３９

４０

４１

４２

４３

４４

４５

４６

４７

４８

４９

５０

５１

５２

５３

５４

５５

５６

５７

５８

５９

６０

６１

６２

６３

６４

６５

６６

６７

６８

６９

７０

７１－

７２

７３

７４

７５

７６

７７

７８

７９

１９８，８００

２００，１００

２０１，４００

２０２，７００

２０４，０００

２０５，３００

２０６，６００

２０７，８００

２０９，１００

２１０，４００

２１１，７００

２１２，８００

２１３，９００

２１４，９００

２１６，０００

２１７，１００

２１８，１００

２１９，０００

２２０，０００

２２０，６００

２２１，５００

２２２，３００

２２３，２００

２２３，９００

２２４，９００

２２５，７００

２２６，６００

２２７，３００

２２８，１００

２２９，０００

２３０，１００

２３０，８００

２３１，５００

２３２，１００

２３２，９００

２３３，７００

２３４，４００

２３５，１００

２３５，７００

２３６，４００

２３７，２００

２３８，０００

２４８，４００

２４９，８００

２５１，３００

２５２，７００

２５４，１００

２５５，５００

２５６，８００

２５８，０００

２５９，３００

２６０，７００

２６２，０００

２６３，３００

２６４，４００

２６５，７００

２６７，０００

２６８，０００

２６９，１００

２７０，４００

２７１，７００

２７２，８００

２７３，８００

２７４，８００

２７５，９００

２７７，１００

２７８，１００

２７９，０００

２８０，０００

２８０，７００

２８１，６００

２８２，３００

２８３，２００

２８４，２００

２８５，０００

２８５，８００

２８６，６００

２８７，４００

２８７，９００

２８８，３００

２８８，８００

２８８，９００

２８９，３００

２８９，５００

２８９，３００

２９１，１００

２９２，９００

２９４，６００

２９６，３００

２９７，９００

２９９，５００

３０１，２００

３０２，９００

３０４，５００

３０６，２００

３０７，３００

３０８，８００

３１０，３００

３１１，９００

３１３，５００

３１５，１００

３１６，７００

３１８，２００

３１９，７００

３２０，９００

３２２，１００

３２３，３００

３２４，０００

３２４，９００

３２５，７００

３２６，５００

３２７，４００

３２７，８００

３２８，５００

３２９，３００

３３０，１００

３３０，８００

３３１，５００

３３２，２００

３３２，７００

３３３，３００

３３３，８００

３３４，４００

３３４，７００

３３５，２００

３３５，６００

３３４，５００

３３６，５００

３３８，４００

３４０，３００

３４２，２００

３４４，０００

３４５，９００

３４７，４００

３４８，８００

３５０，３００

３５１，８００

３５３，４００

３５４，２００

３５５，４００

３５６，４００

３５７，３００

３５８，４００

３５９，３００

３６０，４００

３６１，３００

３６２，０００

３６２，７００

３６３，４００

３６３，８００

３６４，４００

３６５，１００

３６５，８００

３６６，１００

３６６，８００

３６７，５００

３６８，２００

３６８，５００

３６９，１００

３６９，８００

３７０，４００

３７０，７００

３７１，３００

３７２，０００

３７２，６００

３７３，０００

３７３，５００

３７４，１００

３６０，６００

３６２，０００

３６３，４００

３６４，７００

３６５，６００

３６６，７００

３６７，８００

３６８，６００

３６９，５００

３７０，４００

３７１，３００

３７２，２００

３７３，０００

３７３，８００

３７４，６００

３７５，３００

３７６，０００

３７６，７００

３７７，４００

３７７，９００

３７８，５００

３７９，１００

３７９，８００

３８０，２００

３８０，９００

３８１，５００

３８２，１００

３８２，５００

３８３，１００

３８３，７００

３８４，３００

３８４，７００

３８５，２００

３８５，７００

３８６，３００

３８６，６００

３８７，０００

３８７，４００

３８７，８００

３８８，１００

３８８，４００

３８８，７００

３８８，４００

３８９，６００

３９０，７００

３９１，８００

３９３，０００

３９４，２００

３９５，３００

３９６，０００

３９６，７００

３９７，４００

３９８，１００

３９８，７００

３９９，３００

３９９，８００

４００，２００

４００，６００

４００，９００

４０１，２００

４０１，５００

４０１，８００

４０２，１００

４０２，４００

４０２，７００

４０３，０００

４０３，３００

４０３，６００

４０３，９００

４０４，２００

４０４，５００

４０４，８００

４０５，１００

４０５，３００

４０５，６００

４０５，９００

４０６，２００

４０６，４００

４０６，７００

４０７，０００

４０７，２００

４０７，４００

４０７，７００

４０８，０００

４３２，３００

４３３，１００

４３３，，９００

４３４，５００

４３５，２００

４３５，９００

４３６，６００

４３７，４００

４３８，２００

４３８，６００

４３９，３００

４３９，８００

４４０，２００

４４０，６００

４４１，０００

４４１，４００

４４１，８００

４４２，２００

４４２，５００

４４２，８００

４４３，２００

４４３，５００

４４３，８００

４４４，１００

５
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１１

　　

１ー

　　

．
▲

　　

ィ↓

　　

．
▲

　　

．
▲

０

　　　

１

　

２３８，７ｏｏ ２８９，９００

２９０，１００

２９０，３００

２９０，７００

２９１，０００

３３６，１００

３３６，５００

３３７，０００

３３７，５００

３３８，０００

３７４，６００

３７５，１００

３７５，７００

３７６，２００

３７６，５００

３７６，９００

３８９，０００

　　

４０８，２００

３８９，２００

　　

４０８，４００

３８９，５００１４０８，７００
３８９，８００１４０９，０００

　　　　　　
３９０，５００

　　

４０９，７００

３９０，８００

　　

４１０，０００

３９１，０００

　　

４１０，２００

－

　

２３９，４００１１

２

　　　

ｒ

　

２４０，１００

３

　　　　　

２４０，８ｏｏ

２４１，５００

２９１，３００ ：３３８，３００５

　　　　　

２４２，ｌｏｏ

２４２，８００

－

　

２４３，５００

２９１，６００

　　

３３８，７００

　　

３７７，４００

２９１，９００

　　

３３９，２００

　　

３７７，８００

２９２，３００・３３９，６００

　　

３７８，２００

２９２，６０ｏ

　

ｉ－

　

３３９，９００・３７８，６００

２９３，０００

　　

３４０，３００

　

三

　

３７９，１００

２９３，３００

　　

３４０，８００

　　

３７９，５００

２４４，２００

２４４，９００

２４５，４００

２４５，８００

３３９，９００・３７８，６００
・３９１，２００

　　

４１０，４００

　　　

１
３４０，３００

　

三

　

３７９，１００

　　

３９１，５００

　　

４１０，７００

３４０，８００

　　

３７９，５００

　　

３９１，８００

　

，４１１，０００

３４１，２００

　　

３７９，９００

　　

３９２，０００
・ ４１１，２００

３４１，４００

　　

３８０，２００

　　

３９２，２００

　　

４１１，４００

３４１，８００

　　　　　　　　　

３９２，５００

　　

４１１，７００

３４２，３００

　　　　　　

１

　　　　　　

１３９２，８００

　　

４１２，０００

３４２，７００

　　　　　　　　　

３９３，０００

　　

４１２，２００

３４２，８００

　　　　　　　　　

３９３，２００

　　

４１２，４００

３４３，３００

　　　　　　　　　

３９３

　

５００

　　

４１２７００

２４６，３００

　　

２９３，７００

２４６，６００

　　

２９３，８００

２９４，０００

三

　

２９４，４００

１２９４，８００

２９５，０００

２９５，３００

４１１，７００

４１２，０００

４１２，２００

４１２，４００

４１２，７００

４１３，０００

４１３，２００

４１３，４００

３９２，５００

　　
　　　
３９４，５００

２９５，７００

　　

３４３，７００

２９６，１００

　　

３４４，０００

２９６，３００

　　

３４４，３００

　

２９６，６００・３４４，７００

　

２９７，０００

　

－－

　

３４５，１００

　

　　　

　　

　

　　　

　　　　

　　　

　

　　　

　　　

’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

’

　

２９７，５００

　　

３４６，０００

　

　　

　

　　　

　

　
　　　

　

　　　

　

ＪりＵＷ ［ＵＩＵ，．ＵＶ

！

　

２９８，２００

　　

３４６，８００

　

２９８，５００

　　

３４７，２００

　

２９８，７００
１

　

３４７，７００

３９４，８００

　

１

３９５，０００

３９５，２００

０６

　　

・

　　　　　　

｛

　

２９７，８００

０７

　　　　　　　　　

［１

　

２９８，２００

３９５，５００

３９５，８００

３９６，０００

３９６，２００

３９６，５００

３９６，８００

３９７，０００

３９７，２００

１０８

１０９

１１０

１１１

１１２

１１３

１１４

１１５

１１６

１７

１８

１９

２０

２１

　

２９９，１００

　

一

　

３４８，１００

　

－

　

‐

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

２９９，５００

　　

３４８，４００

　

２９９，８００

　　

３４８，７００

　　　

　

ー
，
ｒ
ｏｏ
ｆ

３０１，６００

３０１，９００

　　　　　　　　

１：

３０２，３０ｏ

　

ｆ

－

　

３９７，５ｏｏ

　

１

３９７，８００

３９８，０００

，
３９８，２００ｉ

３９８，５００ー

３９８，８００

３９９，０００

３９９，２００

　

一一

６



１２２

１２３

１２４

１２５

３０２，５００

３０２，８００

３０３，１００

３０３，４００

再任用職員 １８６，９００ ２１４，４００ ２５４，４００ ２７３，８００ ２８８，．９００ ３１４，３００ ３５６，０００

備考

　

この表は、 他の給料表の適用を受けないすべての職員に適用する。

７



別表第２（第３条関係）

　

医療職給料表

職員の区分 職務の

級

１級 ２級 ３級 ４級 ５級

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

再任用職員以外

の職員 １

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

１１

１２

１３

１４

１５

１６

１７

１８

１９

２０

２１

２２

２３

２４

２５

２６

２７

２８

　

円

２４５，２００

２４７，７００

２５０，２００

２５２，７００

２５５，０００

２５８，８００

２６２，６００

２６６，４００

２７０，０００

２７４，０００

２７８，０００

２８２，０００

２８５，８００

２８９，８００

２９３，７００

２９７，６００

３０１，４００

３０５，０００

３０８，５００

３１２，１００

３１５，７００

３１９，４００

３２２，９００

３２６，４００

３２９，９００

３３２，７００

３３５，３００

３３７，９００

　

円

３３０，５００

３３３，５００

３３６，４００

３３９，４００

３４２，１００

３４５，４００

３４８，５００

３５１，６００

３５４，５００

３５７，４００

３６０，５００

３６３，７００

３６６，７００

３７０，３００

３７３，５００

３７７，２００

３８０，８００

３８３，５００

３８６，３００

３８９，０００

３９１，９００

３９４，５００

３９７，１００

３９９，５００

４０１，８００

４０４，１００

４０６，４００

４０８，７００

　

円

３９５，５００

３９８，４００

４０１，３００

４０４，１００

４０６，８００

４０９，５００

４１２，３００

４１５，０００

４１７，５００

４２０，２００

４２２，９００

４２５，６００

４２８，０００

４３０，５００

４３２，９００

４３５，４００

４３７，６００

４４０，０００

４４２，４００

４４４，８００

４４６，６００

４４９，０００

４５１，４００

４５３，７００

４５５，８００

４５８，１００

４６０，３００

４６２，６００

　

円

４７０，６００

４７２，９００

４７５，１００

４７７，４００

４７９，７００

４８１，９００

４８４，１００

４８６，３００

４８８，３００

４９０，４００

４９２，５００

４９４，６００

４９６，７００

４９８，８００

５００，９００

５０３，０００

５０５，１００

５０７，１００

５０９，１００

５１１，１００

５１２，９００

５１４，７００

５１６，６００

５１８，５００

５２０，２００

５２２，０００

５２３，８００

５２５，６００

　

円

５６５，７００

５６８，８００

５７１，９００

５７５，０００

５７７，９００

５８０，３００

５８２，７００

５８５，１００

５８７，３００

５８８，８００

５９０，３００

５９１，８００

・５９３，３００

５９４，４００

５９５，５００

５９６，４００

５９７，６００

５９８，６００

５９９，６００

６００，６００

６０１，６００

８



２９

３０

３１

３２

３３

３４

３５

３６

３７

３８

３９

４０

４１

４２

４３

４４

４５

４６

４７

４８

４９

５０

５１

５２

５３

５４

５５

５６

５７

５８

５９

６０

６１

６２

３４０，７００

３４２，８００

３４５，０００

３４７，４００

３４９，７００

３５２，１００

３５４，３００

３５６，８００

３５９，２００

３６１，６００

３６４，０００

３６６，２００

３６８，５００

３６９，９００

３７１，４００

３７２，８００

３７４，３００

３７５，７００

３７７，２００

３７８，７００

３７９，９００

３８０，９００

３８１，９００

３８２，８００

３８３，８００

３８４，７００

３８５，６００

３８６，５００

３８７，４００

３８８，３００

３８９，１００

３８９，９００

３９０，６００

３９１，１００

４１１，０００

４１３，１００

４１５，１００

４１７，２００

４１９，３００

４２１，２００

４２３，
．２００

４２５，２００

４２７，２００

４２９，２００

４３１，２００

４３３，２００

４３５，１００

４３６，９００

４３８，６００

４４０，４００

４４２，３００

４４４，１００

４４５，９００

４４７，６００

４４９，４００

４５１，１００

４５２，９００

４５４，７００

４５６，６００

４５７，８００

４５９，０００

４６０，２００

４６１，４００

４６２，４００

４６３，４００

４６４，４００

４６５，２００

４６５，９００

４６４，８００

４６７，１００

４６９，４００

４７１，６００

４７３，６００

４７５，７００

４７７，８００

４７９，９００

４８２，０００

４８３，８００

４８５，６００

４８７，４００

４８９，１００

４９０，９００

４９２，７００

４９４，５００

４９６，１００

４９７，８００

４９９，６００

５０１，４００

５０３，０００

５０４，３００

５０５，６００

５０６，９００

５０８，１００

５０９，４００

５１０，７００

５１２，０００

５１３，０００

５１３，８００

５１４，６００

５１５，４００

５１６，３００

５１７，１００

５２７，４００

５２９，２００

５３１，０００

５３２，８００

５３４，４００

５３６，２００

５３７，９００

５３９，７００

５４１，３００

５４２，９００

５４４，３００

５４５，９００

５４７，４００

５４８，８００

５５０，２００

５５１，５００

５５２，７００

５５３，７００

５５４，７００

５５５，７００

５５６，７００

５５７，６００

５５８，５００

５５９，４００

５６０，２００

５６１，１００

５６２，０００

５６２，９００

５６３，８００

５６４，７００

５６５，６００

５６６，３００

５６７，２００

５６８，１００

　　　　　　　　　　　　　　　　

＼

９



　　

．

　　　　　　　　　

・

６３

６４

６５

６６

６７

６８

６９

７０

７１

７２

７３

７４

７５

７６

７７

７８

７９

８０

８１

８２

８３

８４

８５

８６

８７

８８

８９

　　

‐

９０

９１

９２

９３

９４

９５

９６

３９１，５００

３９２，０００

３９２，３００

４６６，６００

４６７，３００

４６８，０００

４６８，７００

４６９，４００

４７０，１００

４７０，５００

４７１，２００

４７１，９００

４７２，６００

４７３，０００

４７３，６００

４７４，３００

４７５，０００

４７５，４００

４７６，０００

４７６，６００

４７７，１００

４７７，７００

４７８，２００

４７８，７００

４７９，２００

４７９，６００

４８０，２００

４８０，６００

４８１，１００

４８１，６００

４８２，２００

４８２，８００

４８３，２００

４８３，７００

４８４，３００

４８４，９００

４８５，５００

５１８，０００

５１８，８００

５１９，７００

５２０，６００

５２１，３００

５２２，２００

５２３，１００

５２３，９００

５２４，８００

５２５，７００

５２６，５００

５２７，４００

５２８，３００

５２９，０００

５２９，８００

５３０，７００

５３１，６００

５３２，５００

５３３，３００

５３４，２００

５３５，１００

５３６，０００

５３６，８００

５３７，７００

５３８，６００

５３９，５００

５４０，３００

５６９，０００

５６９，９００

５７０，８００

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

′
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１三漬「
１Ｆ１÷駈
÷巨 柵ｉｉ

馴

　

嫌捌三馴，

　

備考

　

この表は、 医師に適用する。
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第２条

　

日向市一般職の職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。

　

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後

　

（扶養手当）

第１０条

　

扶養手当は、扶養親族のある職員に対して支給する。

２

　

前項の扶養親族とは、次に掲げる者で他に生計の途がなく主としてその職員

　

の扶養を受けているものをいう。

　

（１） 配偶者（届出をしないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。

　　

以下同じ。）

　

（２） ２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある子及び孫

　

（３） ６０歳以上の父母及び祖父母

　

（４） ２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある弟妹

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　

（５） 心身に著しい障害がある者

３

　

扶養手当の月額は、前項第１号に掲げる扶養親族については１３０００円、同項

　

第２号から第５号までに掲げる扶養親族（次条において「扶養親族たる子、父

　

母等」 という。） については１人につき６，５００円 （職員に配偶者がない場合に

　

あっては、 そのうち１人については１１０００円） とする

第１１条

　

新たに職員となった者に扶養親族がある場合又は職員に次の各号の－

　

に該当する事実が生じた場合においては、その職員は、直ちにその旨（新たに

職員となった者に扶養親族がある場合又は職員に第１号に該当する事実が生

　

じた場合において、その職員に配偶者がないときは、その旨を含む。）を任命

権者に届け出なければならない。

（１）

　

新たに扶養親族としての要件を具備するに至った者がある場合

　

（扶養手当）

第１０条

　

扶養手当は、扶養親族のある職員に対して支給する。

２

　

前項の扶養親族とは、次に掲げる者で他に生計の途がなく主としてその職員

　

の扶養を受けているものをいう。

　

（１） 配偶者（届出をしないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。

　　

以下同じ。）

　

（２） ２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある子

　

（３） ２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある孫

　

（４） ６０歳以上の父母及び祖父母

　

（５） ２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある弟妹

　

（６） 心身に著しい障害がある者

３

　

扶養手当の月額は、前項第１号及び第３号から第６号までに掲げる扶養親族

　

については１人につき６５００円、 同項第２号に掲げる扶養親族 （以下 「扶養親

族たる子」 という。） については１人につき１０，０００円とする。

第１１条

　

新たに職員となった者に扶養親族がある場合又は職員に次の各号のい

　

ずれかに掲げる事実が生じた場合においては、その職員は、直ちにその旨を任

　

命権者に届け出なければならない。

（１） 新たに扶養親族としての要件を具備するに至った者がある場合



（２） 扶養親族としての要件を欠くに至った者がある場合（前条第２項第２号

　

又は第４号に該当する扶養親族が、満２２歳に達した日以後の最初の３月３

　

１日の経過により、扶養親族たる要件を欠くに至った場合を除く。）

（３） 扶養親族たる子、父母等がある職員が配偶者のない職員となった場合

　　

（前号に該当する場合を除く。）

（４） 扶養親族たる子、父母等がある職員が配偶者を有するに至った場合（第

　　

１号に該当する場合を除く。）

２ 扶養手当の支給は、新たに職員となった者に扶養親族がある場合において

　　　

は、その者が職員となった日、扶養親族がない職員に前項第１号に掲げる事実

　　　

が生じた場合においては、その事実が生じた日の属する月の翌月 （これらの日

　　　

が月の初日であるときは、 その日の属する月） から開始し、扶養手当を受けて

‐

　　

いる職員が離職し、又は死亡した場合においては、それぞれの者が離職し、又

の

　　　

は死亡した日、扶養手当を受けている職員の扶養親族で同項の規定による届出

　　　

に係るもののすべてが扶養親族たる要件を欠くに至った場合においては、その

　　　

事実が生じた日の属する月 （これらの日が月の初日であるときは、その日の属

　　　

する月の前月） をもって終わる。 ただし、 扶養手当の支給の開始については、

　　　

同項の規定による届出が、これに係る事実の生じた日から１５日を経過した後に

　　　

されたときは、その届出を受理した日の属する月の翌月 （その日が月の初日で

　　　

あるときは、 その日の属する月） から行うものとする。

３

　

扶養手当は、これを受けている職員に更に第１項第．１号に掲げる事実が生じ

た場合、扶養手当を受けている職員の扶養親族で同項の規定による届出に係る

ものの一部が扶養親族たる要件を欠くに至った場合、扶養手当を受けている職

員について同項第３号若しくは第４号に掲げる事実が生じた場合又は職員の

扶養親族たる子で同項の規定による届出に係るもののうち特定期間にある子

（２） 扶養親族としての要件を欠くに至った者がある場合（扶養親族たろ子又

　

は前条第２項第３号若しくは第５号に該当する扶養親族が、満２２歳に達し

　

た日以後の最初の３月３１日の経過により、扶養親族たる要件を欠くに至っ

　

た場合を除く。）

２

　

扶養手当の支給は、新たに職員となった者に扶養親族がある場合において

は、その者が職員となった日、職員に扶養親族で前項の規定による届出に係る

ものがない場合においてその職員に同項第１号に掲げる事実が生じたときは

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　
その事実が生じた日の属する月の翌月 （これらの日が月の初日であるときは、

その日の属する月）から開始し、扶養手当を受けている職員が離職し、又は死

亡した場合においては、それぞれの者が離職し、又は死亡した日、扶養手当を

受けている職員の扶養親族で同項の規定による届出に係るものの全てが扶養

親族たる要件を欠くに至った場合においては、その事実が生じた日の属する月

　

（これらの日が月の初日であるときは、その日の属する月の前月）をもって終

わる。 ただし、扶養手当の支給の開始については、同項の規定による届出が、
これに係る事実の生じた日から１５日を経過した後にされたときは、その届出を

受理した日の属する月の翌月 （その日が月の初日であるときは、その日の属す

る月） から行うものとする。

３

　

扶養手当は、次の各号のいずれかに掲げる事実が生じた場合においては、そ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－－
の事実が生じた日の属する月の翌月 （その日が月の初日であるときは、その日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー
の属する月）からその支給額を改定する。前項ただし書の規定は、第１号に掲

げる事実が生じた場合における扶養手当の支給額の改定について準用する。

（１） 扶養手当を受けている職員に更に第１項第１号に掲げる事実が生じた



でなかった者が特定期間にある子となった場合においては、これらの事実が生

じた日の属する月の翌月 （これらの日が月の初日であるときは、その日の属す

る月）からその支給額を改定する。前項ただし書の規定は、扶養手当を受けて

いる職員に更に第１項第１号に掲げる事実が生じた場合における扶養手当の

支給額の改定（扶養親族たる子、父母等で同項の規定による届出に係るものが

ある職員で配偶者のないものが扶養親族たる配偶者を有するに至った場合に‐

おける当該扶養親族たる子、 父母等に係る扶養手当の支給額の改定を除く。）

及び扶養手当を受けている職員のうち扶養親族たる子、父母等で同項の規定に

よる届出に係るものがある職員が配偶者のない職員となった場合における当

該扶養親族たる子、父母等に係る扶養手当の支給額の改定について準用する。

（勤勉手当）

第２２条

　

［略］

２

　

勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、市長の定める基準に従って定める割合

を乗じて得た額とする。この場合において、任命権者が支給する勤勉手当の額

の、その者に属する次の各号に掲げる職員の区分ごとの総額は、当該各号に定

める額を超えてはならない。

　

（１）

　

前項の職員のうち再任用職員以外の職員

　

当該職員の勤勉手当基礎額

　　

に当該職員がそれぞれの基準日現在（退職し、若しくは失職し、又は死亡

　　

した職員にあっては、 退職し、 若しくは失職し、 又は死亡した日現在。 次

　　

項及び附則第１３項第３号において同じ。）において受けるべき扶養手当の

　　

月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額を加算した額に、１００分の

　　

９０を乗じて得た額の総額

　

（２） 前項の職員のうち再任用職員

　

当該再任用職員の勤勉手当基礎額に１００

　　

分の４２．５を乗じて得た額の総額

３～５

　

［略］

　

附

　

則

　

場合

（２） 扶養手当を受けている職員の扶養親族で第１項の規定による届出に係

　

るものの一部が扶養親族としての要件を欠くに至った場合

（３） 職員の扶養親族たる子で第１項の規定による届出に係るもののうち特

　

定期間にある子でなかった者が特定期間にある子となった場合

　

（勤勉手当）

第２２条

　

［略］

２

　

勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、市長の定める基準に従って定める割合

　

を乗じて得た額とする。この場合において、任命権者が支給する勤勉手当の額

の、その者に属する次の各号に掲げる職員の区分ごとの総額は、当該各号に定

　

める額を超えてはならない。

　

（１） 前項の職員のうち再任用職員以外の職員

　

当該職員の勤勉手当基礎額

　　

に当該職員がそれぞれの基準日現在（退職し、若しくは失職し、又は死亡

　　　

した職員にあっては、 退職し、 若しくは失職し、 又は死亡した日現在。 次

　　

項及び附則第１３項第３号において同じ。）において受けるべき扶養手当の

　　

月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額を加算した額に、１００分の

　　

８５を乗じて得た額の総額

　

（２） 前項の職員のうち再任用職員

　

当該再任用職員の勤勉手当基礎額に１００

　　

分の４０を乗じて得た額の総額

３～５

　

［略］

　

附

　

則



１６

　

附則第１３項の規定が適用される間、第２２条第２項第１号に定める額は、同

号の規定にかかわらず、同号の規定により算出した額から、同号に掲げる職員で

附則第１３項の規定により給与が減ぜられて支給されるものの勤勉手当減額対象

額に１００分の１．３５を乗じて得た額 （最低号給に達しない場合にあっては、 勤勉

手当減額基礎額に１００分の９０を乗じて得た額） の総額に相当する額を減じた額

とする。

１６

　

附則第１３項の規定が適用される間、第２２条第２項第１号に定める額は、同

号の規定にかかわらず、同号の規定により算出した額から、同号に掲げる職員で

附則第１３項の規定により給与が減ぜられて支給されるものの勤勉手当減額対象

額に１００分の１．２７５を乗じて得た額（最低号給に達しない場合にあっては、勤勉

手当減額基礎額に１００分の８５を乗じて得た額） の総額に相当する額を減じた額

とする。

　　

附

　

則

　　　　

（施行期日等）

　　

第１条

　

この条例は、 公布の日から施行する。 ただし、 第２条及び附則第３条の規定は、 平成２９年４月１日から施行する。

　　

２

　

第１条の規定 （日向市一般職の職員の給与に関する条例 （以下 「給与条例」 という。） 第２２条第２項及び附則第１６項の改正規定を除く。 以下同じ。）

　　　

による改正後の給与条例 （以下 「第１条改正後給与条例」 という。） の規定は、 平成２８年４月１日から適用する。

　　　

（給与の内払）

　　

第２条

　

第１条改正後給与条例の規定を適用する場合においては、 第１条の規定による改正前の給与条例の規定に基づいて支給された給与 （日向市一般職

　　　

の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 （平成２７年日向市条例第１６号。 以下

　

Ｆ平成２７年改正条例」 という。） 附則第３項から第５項までの規

豪

　

定に基づいて支給された給料を含む。 庶 第１条改正後給与条例の規定による給与（平成２７年改正条例附貝１」第３項から第５項までの規定による給料を

　　　

含む。） の内払とみなす。

　　　

（扶養手当に関する特例）

　　

第３条

　

平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの間は、 第２条の規定による改正後の給与条例第１０条第３項及び第１１条の規定の適用については、 同

　　　

項中 「前項第１号及び第３号から第６号までに掲げる扶養親族については１人につき６，５００円、 同項第２号に掲げる扶養親族 （以下 「扶養親族たる子」 と

　　　

いう。） については１人につき１０，０００円」 とあるのは 「前項第１号に掲げる扶養親族 （以下 「扶養親族たる配偶者」 という。） については１０，０００円、 同

　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　

項第２号に掲げる扶養親族 （以下 「扶養親族たる子」 という。） については１人につき８，０００円 （職員に配偶者がない場合にあっては、 そのうち１人につ

　　　

いては１０，０００円）、 同項第３号から第６号までに掲げる扶養親族 （以下 「扶養親族たる父母等」 という。） については１人につき６，５００円 （職員に配偶者

　　　

及び扶養親族たる子がない場合にあっては、 そのうち１人については９，０００円）」 と、 同条第１項中 「その旨」 とあるのは 「その旨 （新たに職員となった

　　　

者に扶養親族がある場合又は職員に第１号に掲げる事実が生じた場合において、 その職員に配偶者がないときは、 その旨を含む。）」 と、 「（２） 扶養

　　　

親族としての要件を欠くに至った者がある場合 （扶養親族たる子又は前条第２項第３号若しくは第５号に該当する扶養親族が、 満２２歳に達した日以後の

　　　

最初の３月３１日の経過により、 扶養親族たる要件を欠くに至った場合を除く。）」 とあるのは

　　　

「（２） 扶養親族たる要件を欠くに至った者がある場合 （扶養親族たる子又は前条第２項第３号若しくは第５号に掲げる扶養親族が、 満２２歳に達した日

　　　　　　

以後の最初の３月３１日の経過により、 扶養親族たる要件を欠くに至った場合を除く。）



　　　　　

（３） 扶養親族たろ子又は扶養親族たる父母等がある職員が配偶者のない職員となった場合 （前号に掲げる場合を除く。）

　　　　　

（４） 扶養親族たろ子又は扶養親族たる父母等がある職員が配偶者を有するに至った場合（第１号に掲げる場合を除く。）」

　　　　

と、 同条第３項中 「においては、 その」 とあるのは 「又は扶養手当を受けている職員について第１項第３号若しくは第４号に掲げる事実が生じた場合に

　　　　

おいては、 これらの」 と、 「その日が」 とあるのは 「これらの日が」 と、 「の改定」 とあるのは 「の改定 （扶養親族たる子で第１項の規定による届出に

　　　　

係るものがある職員で配偶者のないものが扶養親族たる配偶者を有するに至った場合における当該扶養親族たる子に係る扶養手当の支給額の改定並びに

　　　　

扶養親族たる父母等で同項の規定による届出に係るも・のがある職員であって配偶者及び扶養親族たる子で同項の規定による届出に係るもののないものが

　　　　

扶養親族たる配偶者又は扶養親族たる子を有するに至った場合における当該扶養親族たる父母等に係る扶養手当の支給額の改定を除く。）、 扶養手当を

　　　　

受けている職員のうち扶養親族たる子で第１項の規定による届出に係るものがある職員が配偶者のない職員となった場合における当該扶養親族たる子に

　　　　

係る扶養手当の支給額の改定及び扶養手当を受けている職員のうち扶養親族たる父母等で同項の規定による届出に係るものがある職員であって扶養親族

　　　　

たる子で同項の規定による届出に係るもののないものが配偶者のない職員となった場合における当該扶養親族たる父母等に係る扶養手当の支給額の改定」

　　　

とする。

　　　　

（規則への委任）

　　　

第４条

　

前２条に定めるもののほか、 この条例の施行に関し必要な事項は、 規則で定める。

ー
　

平成２８年１１月２５日

　

提出

　

日向市長

　

十 屋

　

幸

　

平



議案第７７号

日向市常勤の特別職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

第１条

　

日向市常勤の特別職の職員の給与に関する条例 （昭和３７年日向市条例第１号） の一部を次のように改正する。

　

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後

　

（期末手当）

第４条

　

特別職の職員の期末手当の額は、日向市一般職の職員の給与に関する条

例 （昭和４２年日向市条例第５号。 以下「給与条例」という。）の適用を受ける

職員 （以下 「職員」 という。） の例により計算した額とする。 ただし、給与条

例第２１条第２項中 「１００分の１２２．５」 とあるのは 「１００分の１５０」 と、「１００分

の１３７．５」 とあるのは 「１００分の１６５」 とする。

２

　

［略］

　　　　　　　　　　　

－

　

（期末手当）

第４条

　

特別職の職員の期末手当の額は、日向市一般職の職員の給与に関する条

例 （昭和４２年日向市条例第５号。以下「給与条例」という。）の適用を受ける

職員 （以下 「職員」 という。） の例により計算した額とする。 ただし、 給与条

例第２１条第２項中 「１００分の１２２．５」 とあるのは 「１００分の１５０」 と、「１００分

の１３７．５」 とあるのは 「１００分の１７５１ とする。

２

　

［略］

ー
　
第２条

　

日向市常勤の特別職の職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。

　

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後

　

（期末手当）

第４条

　

特別職の職員の期末手当の額は、日向市一般職の職員の給与に関する条

例 （昭和４２年日向市条例第５号。 以下「給与条例」・という。） の適用を受ける

職員 （以下 「職員」 という。） の例により計算した額とする。 ただし、給与条

例第２１条第２項中 「１００分の１２２‐５」 とあるのは 「１００分の１５０」 と、「１００分

の１３７．５」 とあるのは 「１００分の１７５」 とする。

２

　

［略］

　　　　　　　　　　　　　　　　　

；

　

（期末手当）

第４条

　

特別職の職員の期末手当の額は、日向市一般職の職員の給与に関する条

例 （昭和４２年日向市条例第５号。以下「給与条例」という。）の適用を受ける

職員 （以下「職員」 という。） の例により計算した額とする。 ただし、 給与条

例第２１条第２項中 「１００分の１２２‐５」 とあるのは 「１００分の１５５」 と、「１００分

の１３７．５」 とあるのは 「１００分の１７０」 とする。

２

　

［略］

附

　

則



この条例は、 公布の日から施行する。 ただし、 第２条の規定は、 平成２９年４月１日から施行する。

平成２８年１１月２５日

　

提出 ＼

　

日向市長

　

十

　

屋

　

幸

　

平

ー
の



議案第７８号

日向市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例

第１条

　

日向市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例 （昭和３７年日向市条例第２号） の一部を次のように改正する。

　

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後

　

（期末手当）

第５条

　

［略］

２

　

議会の議員の期末手当の額は、日向市一般職の職員の給与に関する条例（昭

和４２年日向市条例第５号。以下「給与条例」という。）の適用を受ける職員（以

下 「職員」 という。） の例により計算した額とする。 ただし、 給与条例第２１条

第２項中 「１００分の１２２．５」 とあるのは 「１００分の１５０」 と、「１００分の１３７．５」

とあるのは 「１００分の１６５」 とする。

３・４

　

［・略］

　

（期末手当）

第５条

　

［略］

２

　

議会の議員の期末手当の額は、日向市一般職の職員の給与に関する条例（昭

和４２年日向市条例第５号。以下「給与条例」という。）の適用を受ける職員（以

下 「職員」 という。） の例により計算した額とする。 ただし、 給与条例第２１条

第２項中 「１００分の１２２．５」 とあるのは 「１００分の１５０」 と、．「１００分の１３７．５」

とあるのは 「１００分の１７５」 とする。

３・４

　

［略］

第２条

　

日向市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を次のように改正する。

　

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後

　

（期末手当）

第５条

　

［略］

　　　　　　　　　　　　

‐

　　

ー

２

　

議会の議員の期末手当の額は、日向市一般職の職員の給与に関する条例（昭

和４２年日向市条例第５号。 以下 「給与条例」 という。） の適用を受ける職員

　

（以下「職員」という。）の例により計算した額とする。 ただし、給与条例第

２１条第２項中「１００分の１２２．５」とあるのは「１００分の１５０」と、「１００分の１３７．５」

　

とあるのは 「１００分の１７５」 とする。

　

（期末手当）

第５条

　

［略］

２

　

議会の議員の期末手当の額は、日向市一般職の職員の給与に関する条例（昭

和 ４２年日向市条例第５号。 以下「給与条例」という。） の適用を受ける職員

　

（以下「職員」という。）の例により計算した額とする。ただし、給与条例第

２１条第２項中「１００分の１２２．５」とあるのは「１００分の１５５」と、「１００分の１３７．５」

とあるのは 「１００分の１７０」 とする。



Ｌ３．４ ［略］

　　　　　　　　　　　　　　

［３．４ ［略］

　　　　　　　　　　　　　　

１

　

附

　

則

この条例は、 公布の日から施行する。 ただし、 第２条の規定は、 平成２９年４月１日から施行する。

平成２８年１１月２５日

　

提出

　

日向市長

　

十 屋

　

幸

　

平

　
Ｏ



議案第７９号

日向市教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条例の一部を改正する条例

第１条

　

日向市教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条例（昭和４１年日向市条例第２７号）の一部を次のように改正する。

　

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後

　

（期末手当）

第４条

　

教育長の期末手当の額は、日向市一般職の職員の給与に関する条例（昭

和４２年日向市条例第５号。 以下「給与条例」 という。） の適用を受ける職員

　

（以下「職員」という。）の例により計算した額とする。ただし、給与条例第

２１条第２項中 「１００分の１２２．５」 とあるのは 「１００ 分の １５０」 と、 「，１００分の

１３７‐５」 とあるのは 「１００分の１６５」 とする。

２

　

［略］

　

（期末手当）

第４条

　

教育長の期末手当の額は、日向市一般職の職員の給与に関する条例（昭

和４２年日向市条例第５号。 以下「給与条例」という。） の適用を受ける職員

　

（以下「職員」という。）の例により計算した額とする。ただし、給与条例第

２１条第２項中 「１００分の１２２‐５」 とあるのは 「１００ 分の １５０」 と、 「１００ 分の

１３７．５」 とあるのは 「１００分の１７５」 とする。

２

　

［略］

　
ー
第２条

　

日向市教育長の給与、 勤務時間その他の勤務条件に関する条例の一部を次のように改正する。

　

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後

　

（期末手当）

第４条

　

教育長の期末手当の額は、 日向市一般職の職員の給与に関する条例

　　　　　　　　　　　

ー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　

（昭和４２年日向市条例第５号。以下「給与条例」という。）の適用を受ける

職員 （以下「職員」 という。） の例により計算した額とする。 ただし、 給与

条例第２１条第２項中「１００分の１２２．５」とあるのは「１００分の１５０」と、「１００

分の１３７．５」 とあるのは 「１００分の１７５」 とする。

２

　

［略］

　

（期末手当）

第４条

　

教育長の期末手当の額は、 日向市一般職の職員の給与に関する条例

　

（昭和４２年日向市条例第５号。以下「給与条例」という。）の適用を受ける

． 職員 （以下 「職員」 という。） の例により計算した額とする。 ただし、 給与

条例第２１条第２項中「１００分の１２２‐５」とあるのは「１００分の１５５」と、「１００

分の１３７．５」 とあるのは 「１００分の１７０ｉ とする。

２

　

［略］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

附

　

則



この条例は、 公布の日から施行する。 ただし、 第２条の規定は、 平成２９年４月１日から施行する。

平成２８年１１月２５日

　

提出

　

，日向市長

　

十

　

屋

　

幸

　

平



議案第８０号

日向市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を改正する条例

第１条

　

日向市一般職の任期付職員の採用等に関する条例 （平成２３年日向市条例第１号） の一部を次のように改正する。

　

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後

　

（特定任期付職員の給与の特例）

第７条

　

第２条第１項の規定により任期を定めて採用された職員（以下「特定任

　

期付職員」 という。） には、 次の給料表を適用する。

号給 給料月額（円）

１

　　　　

， ３７１，０００

２ ４１９，０００

３ ４７１，０００

４ ５３２，０００

５ ６０７，０００

６ ７０９，０００

７

　　　　　

８２９，０００

２～６

　

［略］

　

（日向市一般職の職員の給与に関する条例の適用除外等）

第８条

　

［略］

２

　

特定任期付職員に対する給与条例の規定の適用については、給与条例第

　

２条第１項中 「及び退職手当」 とあるのは 「、 退職手当及び日向市一般職

　

の任期付職員の採用等に関する条例（平成２３年条例第１号）第７条第４項

　

の特定任期付職員業績手当」と、給与条例第２１条第２項中「１００分の１２２．５」

　

とあるのは 「１００分の１５７‐５」 と、「１００分の１３７．５」 とあるのは 「１００分の

　

（特定任期付職員の給与の特例）

第７条

　

第２条第１項の規定により任期を定めて採用された職員（以下「特定任

期付職員」 という。） には、 次の給料表を適用する。

号給 給料月額（円）

１ ３７２，０００

２ ４２０，０００

３ ４７１，０００

４

　　　

５３２，０００

５ ６０７，０００

６ ７０９，０００

７ ８２９，０００

２～６

　

［略］

　

（日向市一般職の職員の給与に関する条例の適用除外等）

第８条

　

［略］

２

　

特定任期付職員に対する給与条例の規定の適用については、給与条例第

　

２条第１項中 「及び退職手当」 とあるのは 「、 退職手当及び日向市一般職

　

の任期付職員の採用等に関する条例（平成２３年日向市条例第１号）第７条

　

第４項の特定任期付職員業績手当」 と、 給与条例第２１条第２項中 「１００分

　

の１２２．５」 とあるのは 「１００分の１５７．５」 と、「１００分の１３７．５」 とあるのは



　

１５７．５」 とする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

「１００ 分 の １６７．５」 と する。

３

　

［略］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３

　

［略］

　

１５７．５」 とする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

「１００ 分 の １６７．５」 と

３

　

［略］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３

　

［略］

第２条

　

日向市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を次のように改正する。

　

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

　　　　　　　　　　

改正前 改正後

　

（日向市一般職の職員の給与に関する条例の適用除外等）

第８条

　

［略］

２

　

特定任期付職員に対する給与条例の規定の適用については、給与条例第

　

２条第１項中 「及び退職手当」 とあるのは 「、 退職手当及び日向市一般職

の任期付職員の採用等に関する条例（平成２３年条例第１号）第７条第４項

の特定任期付職員業績手当」と、給与条例第２１条第２項中「１００分の１２２．５」

　

とあるのは 「１００分の１５７．５」 と、 「１００分の１３７．５」 とあるのは 「１００分の

１６７‐５」 とする。

３

　

［略］

　

（日向市一般職の職員の給与に関する条例の適用除外等）

第８条

　

［略］

２

　

特定任期付職員に対する給与条例の規定の適用については、給与条例第

　

２条第１項中 「及び退職手当」 とあるのは 「、 退職手当及び日向市一般職

の任期付職員の採用等に関する条例（平成２３年日向市条例第１号）第７条

第４項の特定任期付職員業績手当」 と、 給与条例第２１条第２項中「１００分

　

の１２２‐５」 とあるのは 「１００分の１６２．５ー

　

と、「１００分の１３７‐５」 とあるのは

　

「１００分の１６２．５」 とする。

３

　

［略］

　

附

　

則

　

（施行期日）

第１条

　

この条例は、 公布の日から施行する。 ただし、 第２条の規定は、 平成２９年４月１日から施行する。
２

　

第１条の規定 （日向市一般職の任期付職員の採用等に関する条例 （以下 「任期付職員条例」 という。） 第８条第２項の改正規定を除く。 次条において

　

同じ。） による改正後の任期付職員条例 （次条において 「改正後の任期付職員条例」 という。） の規定は、 平成２８年４月１日から適用する。

　

（給与の内払）

　　　　

－
第２条

　

改正後の任期付職員条例の規定を適用する場合においては、第１条の規定による改正前の任期付職員条例の規定に基づいて支給された給与は、改

　

正後の任期付職員条例の規定による給与の内払とみなす。

　

（規則への委任）

第３条

　

前条に定めるもののほか、 この条例の施行に関し必要な事項は、 規則で定める。
平成２８年１１月２５日

　

提出

日向市長

　

十 屋

　

幸

　

平



議案第８１号

日向市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例

日向市職員の勤務時間、 休暇等に関する条例 （平成１２年日向市条例第１号） の一部を次のように改正する。
次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後

（育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限）

第８条の３

　

任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子のある職員 （職

　

員の配偶者で当該子の親であるものが、 深夜 （午後１０時から翌日の午前５時

　

までの間●をいう。 以下この項において同じ。） において常態として当該子を

養育することができるものとして規則で定める者に該当する場合における当

該職員を除く。） が、 規則で定めるところにより、当該子を養育するために

請求した場合には、公務の正常な運営を妨げる場合を除き、深夜における勤

務をさせてはならない。

２

　　

３

　

［略］

任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子のある職員が 規則で定

めるところにより、当該子を養育するために請求した場合には、 当該請求を

した職員の業務を処理するための措置を講ずることが著しく困難である場合

（育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限）

第８条の３

　

任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子 （民法 （明治２９

　

年法律第８９号）第８１７条の２第１項の規定により職員が当該職員との間におけ

　

る同項に規定する特別養子縁組の成立について家庭裁判所に請求した者 （当

　

該請求に係る家事審判事件が裁判所に係属している場合に限る。）であって、

　

当該職員が現に監護するもの、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２７条第

　

１項第３号の規定により同法第６条の４第１項に規定する里親である職員に

委託されている児童のうち、当該職員が養子縁組によって養親となることを

希望している者その他これらに準ずる者として規則で定める者を含む。 以下

　

この条において同じ。） のある職員 （職員の配偶者で当該子の親であるもの

　

が、 深夜 （午後１０時から翌日の午前５時までの間をいう。 以下この項におい

　

て同じ。） において常態として当該子を養育することができるものとして規

則で定める者に該当する場合における当該職員を除く。） が、 規則で定める

　

ところにより、当該子を養育するために請求した場合には、公務の正常な運

営を妨げる場合を除き、深夜における勤務をさせてはならない。

２

　

［略］

３

　

任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子のある職員 （職員の配偶

者で当該子の親であるものが、常態として当該子を養育することができるも

のとして規則で定める者に該当する場合における当該職員を除く。 以下この



を除き、 １月について２４時間、 １年について１５０時間を超えて、 第８条第２項

に規定する勤務をさせてはならない。

４

　

第１項及び前項の規定は、 第１５条第１項に規定する日常生活を営むのに支

障がある者 （以下この項において「要介護者ｕ

　

という。） を介護する職員に

ついて準用する。 この場合において、第１項中「小学校就学の始期に達する

までの子のある職員（職員の配偶者で当該子の親であるものが、深夜（午後

１０時から翌日の午前５時までの間をいう。 以下この項において同じ。） にお

いて常態として当該子を養育することができるものとして規則で定める者に

該当する場合における当該職員を除く。） が、 規則で定めるところにより、
当該子を養育」 とあるのは「要介護者のある職員が、 規則で定めるところに

より、当該要介護者を介護」 と、 「深夜における」 とあるのは「深夜 （午後

１０時から翌日の午前５時までの間をいう。） における」 と、 前項中 「小学校

就学の始期に達するまでの子のある職員 （職員の配偶者で当該子の親である

ものが、 常態として当該子を養育することができるものとして規則で定める

者に該当する場合における当該職員を除く。以下この項において同じ。）が、
規則で定めるところにより、 当該子を養育」 とあるのは「要介護者のある職

員が、規則で定めるところにより、 当該要介護者を介護」 と読み替えるもの

とする。

　
の

項において同じ。） が、 規則で定めるところにより、 当該子を養育するため

に請求した場合には、当該請求をした職員の業務を処理するための措置を講

ずることが著しく困難である場合を除き、 １月について２４時間、 １年につい

て１５０時間を超えて、第８条第２項に規定する勤務をさせてはならない。

４

　

第１項及び前項の規定は、第１５条第１項に規定する要介護者を介護する職

員について準用する。 この場合において、 第１項中 「小学校就学の始期に達

するまでの子（民法（明治２９年法律第８９号）第８１７条の２第１項の規定により

職員が当該職員との間における同項に規定する特別養子縁組の成立について

家庭裁判所に請求した者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所に係属して

いる場合に限る。）であって、当該職員が現に監護するもの、児童福祉法（昭

和２２年法律第１６４号）第２７条第１項第３号の規定により同法第６条の４第１項

に規定する里親である職員に委託されている児童のうち、当該職員が養子縁

組によって養親となることを希望している者その他これらに準ずる者として

規則で定める者を含む。 以下この条において同じ。） のある職員 （職員の配

偶者で当該子の親であるものが、深夜 （午後１０時から翌日の午前５時までの

間をいう。 以下この項において同じ。） において常態として当該子を養育す

ることができるものとして規則で定める者に該当する場合における当該職員

を除く。） が、 規則で定めるところにより、 当該子を養育」 とあるのは 「第

１５条第１項に規定する要介護者（以下「要介護者」という。）のある職員が、
規則で定めるところにより、当該要介護者を介護」と、 「深夜における」 と

あるのは 「深夜 （午後１０時から翌日の午前５時までの間をいう。） における」

と、 前項中「小学校就学の始期に達するまでの子のある職員 （職員の配偶者

で当該子の親であるものが、 常態として当該子を養育することができるもの

として規則で定める者に該当する場合における当該職員を除く。 以下この項

において同じ。） が、 規則で定めるところにより、 当該子を養育」 とあるの

は「要介護者のある職員が、規則で定めるところにより、当該要介護者を介

護」 と読み替えるものとする。



５

　

前４項に規定するもののほか、勤務の制限に関する手続その他の勤務の制

　

限に関し必要な事項は、規則で定める。

　

（休暇の種類）

第１１条

　

職員の休暇は、 年次有給休暇‘病気休暇、特別休暇及び介護休暇とす

　

る。

　

（介護休暇）

第１５条

　

介護休暇は、職員が配偶者 （届出をし－ないが事実上婚姻関係と同様の

事情にある者を含む。 以下この項において同じ。）、 父母、 子、配偶者の父

母その他規則で定める者で負傷、疾病又は老齢により規則で定める期間にわ

たり日常生活を営むのに支障があるものの介護をするため、勤務しないこと

が相当であると認められる場合における休暇とする。

２

　

介護休暇の期間は、前項に規定する者の各々が同項に規定する介護を必要

とする一の継続する状態ごとに、連続する６月の期間内において必要と認め

られる期間とする。

３

　

［略］

５

　

前各項に規定するもののほか、 勤務の制限に関する手続その他の勤務の制

限に関し必要な事項は、規則で定める。

（休暇の種類）

第１１条

　

職員の休暇は、年次有給休暇、病気休暇、特別休暇、介護休暇及び介

護時間とする。

　　　　　　

‐

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

（介護休暇）

第１５条

　

介護休暇は、職員が要介護者 （配偶者 （届出をしないが事実上婚姻関

係と同様の事情にある者を含む。 以下この項において同じ。）、 父母、 子、

配偶者の父母その他規則で定める者で負傷、疾病又は老齢により規則で定め

　

る期間にわたり日常生活を営むのに支障があるものをいう。 以下同じ。） の

介護をするため、任命権者が、規則の定めるところにより、職員の申出に基

づき、 要介護者の各々が当該介護を必要とする－の継続する状態ごとに、 ３

　

回を超えず、かつ、通算して６月を超えない範囲内で指定する期間（以下「指

　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

定期間」 という

　

） 内において勤務しないことが相当であると認められる場

合における休暇とする。

２

　

介護休暇の期間は、指定期間内において必要と認められる期間とする。

３

　

［略］

　

（介護時間）

第１５条の２

　

介護時間は、職員が要介護者の介護をするため、要介護者の各々

　

が当該介護を必要とする１の継続する状態ごとに、連続する３年の期間 （当

　

該要介護者に係る指定期間と重複する期間を除く。） 内において１日の勤務

　

時間の一部につき勤務しないことが相当であると認められる場合における休

暇とする。

２

　

介護時間の時間は、前項に規定する期間内において１日につき２時間を超



（病気休暇、 特別休暇及び介護休暇の承認）

第１６条

　

病気休暇、 特別休暇 （規則で定めるものを除く。） 及び介護休暇につ

　

いては、 規則の定めるところにより、任命権者の承認を受けなければならな

　

し、。

えない範囲内で必要と認められる時間とする

３

　

介護時間については、日向市一般職の職員の給与に関する条例第１４条の規

　

定にかかわらず、その期間の勤務しない１時間につき、 同条例第１８条に規定

　

する勤務時間１時間当たりの給与額を減額する。

　

（病気休暇、 特別休暇、介護休暇及び介護時間の承認）

第１６条

　

病気休暇、特別休暇 （規則で定めるものを除く。）、 介護休暇及び介

　

護時間については、規則の定めるところにより、任命権者の承認を受けなけ

　

ればならない。

　

附

　

則

　

（施行期日）

１

　

この条例は、 平成２９年１月１日から施行する。

　

（経過措置）．

２

　

この条例による改正前の日向市職員の勤務時間、 休暇等に関する条例第１６条の規定により介護休暇の承認を受けた職員であって、 この条例の施行の日

　

（以下 「施行日」 という。） において当該介護休暇の初日 （以下単に 「初日」 という。） から起算して６月を経過していないものの当該介護休暇に係る

この条例による改正後の日向市職員の勤務時間、 休暇等に関する条例第１５条第１項に規定する指定期間については、 任命権者は、 規則の定めるところに

より、 初日から当該職員の申出に基づく施行日以後の日 （初日から起算して６月を経過する日までの日に限る。） までの期間を指定するものとする。

　
の

平成２８年１１月２５日

　

提出

　　

日向市長

　

十 屋

　

幸

　

平



議案第８２号

日向市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例

日向市職員の退職手当に関する条例 （昭和３８年日向市条例第１号） の一部を次のように改正する。
次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後

（失業者の退職手当）

第１０条

　

［略］

２～４

　

［略］

５

　

勤続期間６月以上で退職した職員 （第７項の規定に該当する者を除く。）

であって、その者を雇用保険法第４条第１項に規定する被保険者と、その者

が退職の際勤務していた当該地方公共団体の事務を同法第５条第１項に規定

する適用事業とみなしたならば同法第３７条の２第１項に規定する高年齢継続

被保険者に該当するもののうち、第１号に掲げる額が第２号に掲げる額に満

たないものが退職の日後失業している場合には、 一般の退職手当等のほか、
第２号に掲げる額から第１号に掲げる額を減じた額に相当する金額を、退職

手当として、 同法の規定による高年齢求職者給付金の支給の条件に従い支給

する。

　　　　

．

（１） ［略］

　

－

　

（２） その者を雇用保険法第３７条の３第２項に規定する高年齢受給資格者

　　

と、 その者の基準勤続期間 （第２項に規定する基準勤続期間をいう。 以

　　

下この項において同じ。） を同法第１７条第１項に規定する被保険者期間

　　

と、 当該退職の日を同法第２０条第１項第１号に規定する離職の日と、 そ

　　

の者の基準勤続期間の年月数を同法第３７条の４第２項前段の規定による

（失業者の退職手当）

第１０条

　

［略］

２～４

　

［略］

５

　

勤続期間６月以上で退職した職員 （第７項の規定に該当する者を除く。）

　

であって、その者を雇用保険法第４条第１項に規定する被保険者とみなした

　

ならば同法第３７条の２第１項に規定する高年齢被保険者に該当するもののう

　

ち、第１号に掲げる額が第２号に掲げる額に満たないものが退職の日後失業

　

している場合には、一般の退職手当等のほか、第２号に掲げる額から第１号

　

に掲げる額を減じた額に相当する金額を、退職手当として、 同法の規定によ

　

る高年齢求職者給付金の支給の条件に従い支給する。

（１） ［略］

（２） その者を雇用保険法第３７条の３第２項に規定する高年齢受給資格者

　

と、その者の基準勤続期間 （第２項に規定する基準勤続期間をいう。 以

　

下この項において同じ。） を同法第１７条第１項に規定する被保険者期間

　

と、 当該退職の日を同法第２０条第１項第１号に規定する離職の日と、 そ

　

の者の基準勤続期間の年月数を同法第３７条の４第３項の規定による期間



期間の年月数とみなして同法の規定を適用した場合に、その者が支給を

受けることができる高年齢求職者給付金の額に相当する額

６ 勤続期間６月以上で退職した職員 （第８項の規定に該当する者を除く。）

　

であって、 その者を雇用保険法第４条第１項に規定する被保険者と、 その者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

が退職の際勤務していた当該地方公共団体の事務を同法第５条第１項に規定

　

する適用事業とみなしたならば同法第３７条の２第１項に規定する高年齢継続

　

被保険者に該当するものが退職の日後失業している場合において、退職した

　

者が一般の退職手当等の支給を受けないときは、 前項第２号の規定の例によ

　

りその者につき同法の規定を適用した場合にその者が支給を受けることがで

　

きる高年齢求職者給付金の額に相当する金額を、 退職手当として、同法の規

　

定による高年齢求職者給付金の支給の条件に従い支給する。

７～１０

　

［略］

１１

　

第１項、 第３項及び第５項から前項までに定めるもののほか、 第１項又は

　

第３項の規定による退職手当の支給を受けることができる者で次の各号の規

　

定に該当するものに対しては、それぞれ当該各号に掲げる金額を、 退職手当

　

として、 雇用保険法の規定による技能習得手当、 寄宿手当、傷病手当、就業

促進手当、 移転費又は広域求職活動費の支給の条件に従い支給する。

　

（１）～（５） ［略］

　

（６） 公共職業安定所の紹介により広範囲の地域にわたる求職活動をする者

　　

雇用保険法第５９条第２項に規定する広域求職活動費の額に相当する金額

１２～１４

　

［略］

１５

　

第１１項の規定は、 第７項又は第８項の規定による退職手当の支給を受ける

　

ことができる者 （これらの規定による退職手当の支給を受けた者であって、

　

当該退職手当の支給に係る退職の日の翌日から起算して６月を経過していな

い者を含む。） について準用する。 この場合において、 第１１項中 「次の各号」

　

とあるのは 「第４号から第６号まで」 と、 「技能習得手当、 寄宿手当、 傷病

の年月数とみなして同法の規定を適用した場合に、その者が支給を受け

ることができる高年齢求職者給付金の額に相当する額

６ 勤続期間６月以上で退職した職員 （第８項の規定に該当する者を除く。）

であって、その者を雇用保険法第４条第１項に規定する被保険者とみなした

ならば同法第３７条の２第１項に規定する高年齢被保険者に該当するものが退

職の日後失業している場合において、 退職した者が一般の退職手当等の支給

を受けないときは、 前項第２号の規定の例によりその者につき同法の規定を

適用した場合にその者が支給を受けることができる高年齢求職者給付金の額

に相当する金額を、退職手当として、同法の規定による高年齢求職者給付金

の支給の条件に従い支給する。

７～１０

　

［略］

１１

　

第１項、 第３項及び第５項から前項までに定めるもののほか、 第１項又は

　

第３項の規定による退職手当の支給を受けることができる者で次の各号の規

定に該当するものに対しては、それぞれ当該各号に掲げる金額を、 退職手当

　

として、雇用保険法の規定による技能習得手当、寄宿手当、傷病手当、就業

促進手当、移転費又は求職活動支援費の支給の条件に従い支給する。

　

（１）～（５） ［略］

　

（６） 求職活動に伴い雇用保険法第５９条第１項各号のいずれかに該当する行

　　

為をする者

　

同条第２項に規定する求職活動支援費の額に相当する金額

１２～１４

　

［略］

１５

　

第１１項の規定は、 第５項又は第６項の規定による退職手当の支給を受ける

　

ことができる者 （第５項又は第６項の規定により退職手当の支給を受けた者

であって、当該退職手当の支給に係る退職の日の翌日から起算して１年を経

過していないも，のを含む。） 及び第７項又は第８項の規定による退職手当の

支給を受けることができる者 （第７項又は第８項の規定による退職手当の支



手当、就業促進手当」とあるのは「就業促進手当」と読み替えるものとする。

　

給を受けた者であって、当該退職手当の支給に係る退職の日の翌日から起算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

して６月 を経過 していない者を含む。） について準用する。 この場合におい

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

て、 第１１項中 「次の各号」 とあるのは 「第４号から第６号まで」 と、 「技能

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

習得手当、 寄宿手当、 傷病手当、 就業促進手当」 とあるのは 「就業促進手当」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

と読み替えるものとする。

１６・１７

　

［略］ １６・１７

　

［略］

　　

附

　

則

　　　

（施行期日）

　　

第１条

　

この条例は、 平成２９年１月 １日から施行する。

　　

， （経過措置）

　　

第２条

　

退職職員 （退職した日向市職員の退職手当に関する条例第２条第１項に規定する職員 （同条第２項の規定により職員とみなされる者を含む。） をい

　　　

う。 以下同じ。） であって、 退職職員が退職の際勤務していた当該地方公共団体の事務を雇用保険法 （昭和４９年法律第１１６号） 第５条第１項に規定する

　　　

適用事業とみなしたならば雇用保険法等の一部を改正する法律 （平成２８年法律第１７号） 第２条の規定による改正前の雇用保険法第６条第１号に掲げる
①

　　

者に該当するものにつき、 この条例による改正後の日向市職員の退職手当に関する条例 （以下 「新条例」 という。） 第１０条第５項又は第６項の勤続期間一

　　

を計算する場合における日向市職員の退職手当に関する条例第７条の規定の適用むこついては、 同条第・項中 「在職期間」 とあるのは 「在職期間 （雇用保

　　　

険法等の一部を改正する法律 （平成２８年法律第１７号） の施行の日 （以下この項及び次項において 「雇用保険法改正法施行日」 という。） 前の在職期間を

　　　

有する者にあっては、 雇用保険法改正法施行日以後の職員としての引き続いた在職期間）」 と、 同条第２項中 「月数」 とあるのは 「月数 （雇用保険法改正

　　　

法施行日前の在職期間を有する者にあっては、 雇用保険法改正法施行日の属する月から退職した日の属する月までの月数 （退職した日が雇用保険法改正

　　　

法施行日前である場合にあっては、 零））」 とする。

　　

第３条

　

新条例第１０条第１１項 （第６号に係る部分に限り、 同条第１５項において準用する場合を含む。） の規定は、 退職職員であって求職活動に伴いこの条

　　　

例の施行の日 （以下「施行日」という。） 以後に同号に規定する行為（当該行為に関し、この条例による改正前の日向市職員の退職手当に関する条例 （以

　　　

下この条及び第５条において 「旧条例」 という。） 第１０条第１１項第６号に掲げる広域求職活動費に相当する退職手当が支給されている場合における当該

　　　

行為を除く。） をしたもの （施行日前１年以内に旧条例第１０条第５項又は第６項の規定による退職手当の支給を受けることができる者となった者であっ

　　　

て施行日以後に新条例第１０条第５項から第８項までの規定による退職手当の支給を受けることができる者となっていないものを除く。）について適用し、

　　　

退職職員であって施行日前に公共職業安定所の紹介により広範囲の地域にわたる求職活動をしたものに対する広域求職活動費に相当する退職手当の支給

　　　

については、 なお従前の例による。

　　

第４条

　

新条例第１０条第１５項において準用する同条第１１項 （第４号に係る部分に限る。） の規定は、 退職職員であって施行日以後に職業に就いたものにつ



　

いて適用し、 退職職員であって施行日前に職業に就いたものに対する職員の退職手当に関する条例第１０条第１１項第４号に掲げる就業促進手当に相当する

　

退職手当の支給については、 なお従前の例による。
第５条

　

施行日前に旧条例第１０条第５項又は第６項の規定による退職手当の支給を受けることができる者となった者 （施行日以後に新条例第１０条第５項か

　

ら第８項までの規定による退職手当の支給を受けることができる者となった者を除く。） に対する職員の退職手当に関する条例第１０条第１１項第５号に掲

　

げる移転費に相当する退職手当の支給については、 なお従前の例による。

平成２８年１１月２５日

　

提出

　

日向市長

　

十 屋

　

幸

　

平



議案第８３号

日向市税賦課徴収条例の一部を改正する条例

日向市税賦課徴収条例 （昭和３０年日向市条例第１７号） の一部を次のように改正する。
次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後

　

（担保を徴する必要がない場合）

第１２条

　

法第１６条に規定する条例で定める場合は、次に掲げる場合とする。

　

（１） 猶予に係る金額が１００万円以下である場合

　

（２） 猶予期間が３月以内である場合

　

（３） 担保を徴することができない特別の事情がある場合

　

（災害等による期限の延長）

第１８条の２

　

市長は、広範囲にわたる災害その他やむをえない理由により法若

　

しくはこの条例に定める申告、申請、 請求その他の書類の提出（審査請求に

　

関するものを除く。）又は納付若しくは納入（以下本条中「申告等」という。）

　

に関する期限までにこれらの行為をすることができないと認める場合には地

域、期日その他必要な事項を指定して当該期限を延長するものとする。

２

　

［略］

３

　

市長は、 災害その他やむをえない理由により申告等に関する期限までにこ

れらの行為をすることができないと認める場合には、第１項の規定の適用が

ある場合を除き、当該行為をすべき者の申請により、その理由のやんだ日か

　

ら納税者については２月以内、 特別徴収義務者については３０日以内において

当該期限を延長するものとする。

（担保を徴する必要がない場合）

第１２条

　

法第１６条に規定する条例で定める場合は、猶予に係る金額が１００万円以

　

下である場合、 猶予期間が３月以内である場合又は担保を徴することができ

　

ない特別の事情がある場合とする

（災害等による期限の延長）

第１８条の２

　

市長は、広範囲にわたる災害その他やむを得ない理由により法若

　

しくはこの条例に定める申告、申請、請求その他の書類の提出 （審査請求に

　

関するものを除く。）又は納付若しくは納入（以下本条中「申告等」という。）

　

に関する期限までにこれらの行為をすることができないノと認める場合には地

域、期日その他必要な事項を指定して当該期限を延長するものとする。

２

　

［略］

３

　

市長は、 災害その他やむを得ない理由により申告等に関する期限までにこ

れらの行為をすることができないと認める場合には、第１項の規定の適用が

　

ある場合を除き、 当該行為をすべき者の申請により、 その理由のやんだ日か

　

ら納税者については２月以内、特別徴収義務者については３０日以内において

　

当該期限を延長するものとする。



４・５

　

［略］

　

（納税証明事項）

第１８条の３

　

地方税法施行規則 （昭和２９年総理府令第２３号。 以下「施行規則」

という。） 第１条の９第２号に規定する事項は、道路運送車両法 （昭和２６年

法律第１８５号）第５９条第１項に規定する検査対象軽自動車又は２輪の小型自動

車について、天災その他やむをえない事由により軽自動車税を滞納している

場合においてその旨とする。

　

（納期限後に納付し、 又は納入する税金又は納入金に係る延滞金）

第１９条

　

納税者又は特別徴収義務者は、 第４０条、 第４６条、 第４６条の２若しくは

　

第４６条の５ （第５３条の７の２において準用する場合を含む。 以下この条にお

　

いて同じ。）、 第４７条の４第１項 （第４７条の５第３項において準用する場合

　

を含む。 以下この条において同じ。）、 第４８条第１項 （法第３２１条の８第２２

項及び第２３項の申告書に係る部分を除く。）、ｒ第５３条の７、 第６７条、 第８３条

第２項、 第９８条第１項若しくは第２項、 第１０２条第２項、 第１０５条、 第１３９条第

　

１項又は第１５９条第３項に規定する納期限後にその税金を納付し、又は納入金

　

を納入する場合においては、 当該税額又は納入金額にその納期眼（納期限の

延長のあったときは、その延長された納期限とする。 以下第１号及び第２号

　

において同じ。） の翌日から納付又は納入の日までの期間の日数に応じ、 年

　

１４．６パーセント （次の各号に掲げる税額の区分に応じ、 当該各号に掲げる期

　

間については、年７．３パーセント） の割合を乗じて計算した金額に相当する延

滞金額を加算して納付書によって納付し、又は納入書によって納入しなけれ

ばならない。

（１） ［略］

（２） 第４８条第１項の申告書 （法第３２１条の８第１項、 第２項、 第４項又は第

　

１９項の規定による申告書に限る。）、 第９８条第１項若しくは第２項の申

　

告書又は第１３９条第１項の申告書に係る税額（第４号に掲げる税額を除

４・５

　

［略］

　

（納税証明事項）

第１８条の３

　

地方税法施行規則 （昭和２９年総理府令第２３号。 以下「施行規則」

　

という。） 第１条の９第２号に規定する事項は、道路運送車両法 （昭和２６年

法律第１８５号）第５９条第１項に規定する検査対象軽自動車又は二輪の小型自動

車について、天災その他やむを得ない事由により種別割を滞納している場合

においてその旨とする。

　

（納期限後に納付し、又は納入する税金又は納入金に係る延滞金）

第１９条

　

納税者又は特別徴収義務者は、 第４０条、 第４６条、 第４６条の２若しくは

第４６条の５ （第５３条の７の２において準用する場合を含む。 以下この条にお

　

いて同じ。）、 第４７条の４第１項 （第４７条の５第３項において準用する場合

　

を含む。 以下この条において同じ。）、 第４８条第１項 （法第３２１条の８第２２

項及び第２３項の申告書に係る部分を除く。）、 第５３条の７、 第６７条、 第８１条

　

の６第１項、 第８３条第２項、 第９８条第１項若しくは第２項、 第１０２条第２項、

第１０５条、第１３９条第１項又は第１５９条第３項に規定する納期限後にその税金を

納付し、又は納入金を納入する場合においては、当該税額又は納入金額にそ

の納期限 （納期限の延長があったときは、その延長された納期限とする。 以

下第１号、 第２号及び第５号において同じ。） の翌日から納付又は納入の日

までの期間の日数に応じ、 年１４‐６パーセント （次の各号に掲げる税額の区分

　

に応じ、 第１号から第４号までに掲げる期間並びに第５号及び第６号に定め

　

る日までの期間については、年７‐３パーセント） の割合を乗じて計算した金額

に相当する延滞金額を加算して納付書によって納付し、 又は納入書によって

納入しなければならない。

（１） ［略］

　

（２） 第８１条の６第１項の申告書、 第９８条第１項若しくは第２項の申告書

　　

又は第１３９条第１項の申告書に係る税額（第４号に掲げる税額を除く。）

　　　

当該税額に係る納期限の翌日から１月を経過する日までの期間



　

く。）

　

当該税額に係る納期限の翌日から１月を経過する日までの期間

（３） 第４８条第１項の申告書（法第３２１条の８第２２項及び第２３項の申告書を除

　

く。）、第９８条第１項若しくは第２項の申告書又は第１３９条第１項の申告

　

書で、その提出期限後に提出したものに係る税額 当該提出した日まで

　

の期間又はその日の翌日から１月を経過する日までの期間

（４） ［略］

　

（法人税割の税率）

第３４条の４

　

法人税割の税率は、１００分の１２．１とする。

　

（普通徴収に係る個人の市民税の賦課後の変更又は決定及びこれらに係る延

滞金の徴収）

第４３条

　

普通徴収の方法によって徴収する個人の市民税について所得税の納税

義務者が提出した修正申告書又は国の税務官署がした所得税の更正若しくは

決定に関する書類を法第３２５条の規定によって閲覧し、その賦課した税額を変

更し、若しくは賦課する必要を認めた場合においては、 すでに第３５条第１号

ただし書若しくは第２号又は第３６条の規定を適用して個人の市民税を賦課し

ていた場合を除くほか、 直ちに変更による不足税額又は賦課されるべきであ

った税額のうちその決定があった日までの納期に係る分 （以下次項において

　

「不足税額」と総称する。） を追徴する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．
２

　

前項の場合においては、不足税額をその決定があった日までの納期の数で

除して得た額に第４０条の各納期限 （納期限の延長があったときは、その延長

された納期限とする。 次項において同じ。） の翌日から納付の日までの期間の

（３） 第８１条の６第１項の申告書、第９８条第１項若しくは第２項の申告書又

　

は第１３９条第１項の申告書で、その提出期限後に提出したものに係る税額

　

当該提出した日までの期間又はその日の翌日から１月を経過する日まで

　

の期間

（４） ［略］

　

（５） 第４８条第１項の申告書 （法第３２１条の８第１項、 第２項、 第４項又は第

　　

１９項の規定による申告書に限る。） に係る税額 （次号に掲げるものを除

　　　

く。）

　

当該税額に係る納期限の翌日から１月を経過する日

　

（６）

　

第４８条第１項の申告書（法第３２１条の８第２２項及び第２３項の申告書を除

　　

く

　

） で、 その提出期限後に提出したものに係る税額

　

当該提出した日

　　

又はその日の翌日から１月を経過する日

　

（法人税割の税率）

第３４条の４

　

法人税割の税率は、１００分の８．４とする。

　

（普通徴収に係る個人の市民税の賦課後の変更又は決定及びこれらに係る延

滞金の徴収）

第４３条

　

普通徴収の方法によって徴収する個人の市民税について所得税の納税

義務者が提出した修正申告書又は国の税務官署がした所得税の更正若しくは

　

決定に関する書類を法第３２５条の規定により閲覧し、その賦課した税額を変

　

更し、若しくは賦課する必要を認めた場合には、既に第３５条第１号ただし書

若しくは第２号又は第３６条の規定を適用して個人の市民税を賦課していた場

合を除くほか、 直ちに変更による不足税額又は賦課されるべきであった税額

　

のうちその決定があった日までの納期に係る分 （以下この条において 「不足

税額」 という。） を追徴する。

２

　

前項の場合においては、不足税額をその決定があった日までの納期の数で

　

除して得た額に第４０条の各納期限（納期限の延長があったときは、その延長

　

された納期限とする。 次項及び第４項において同じ。） の翌日から納付の日ま



日数に応じ、年１４．６パーセント（当該不足税額に係る納税通知書において納

付すべきこととされる日までの期間又は、 その日の翌日から１月を経過する

日までの期間については年７．３パーセント）の割合を乗じて計算した金額に相

当する延滞金額を加算して徴収する。

３

　

所得税の納税義務者が修正申告書 （偽りその他不正の行為により所得税を

免れ、又は所得税の還付を受けた所得税の納税義務者が、当該所得税につい

ての調査があったことにより当該所得税について更正があるべきことを予知

して提出した当該申告書及び所得税の納税義務者が所得税の決定を受けた後

に提出した当該申告書を除く。）を提出し、又は国の税務官署が所得税の更正

（偽りその他不正の行為により所得税を免れ、又は所得税の還付を受けた所

得税の納税義務者についてされた当該所得税に係る更正及び所得税の決定が

あった後にされた当該所得税に係る更正を除く。）をしたことに基因して第４０

条の各納期限から１年を経過する日後に第１項の規定により、その賦課した

税額を変更し又は賦課した場合には、当該１年を経過する日の翌日から第ｌ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ項に規定する不足税額に係る納税通知書が発せられた日までの期間は、前項

に規定する期間から控除する。

　
の

　

での期間の日数に応じ、 年１４．６パーセント （当該不足税額に係る納税通知書

　

において納付すべきこととされる日までの期間又はその日の翌日から１月を

　

経過する日までの期間については、 年７．３パーセント） の割合を乗じて計算し

　

た金額に相当する延滞金額を加算して徴収する。

３

　

所得税の納税義務者が修正申告書 （偽りその他不正の行為により所得税を

　

免れ、又は所得税の還付を受けた所得税の納税義務者が、当該所得税につい

　

ての調査があったことにより当該所得税について更正があるべきことを予知

　

して提出した当該申告書及び所得税の納税義務者が所得税の決定を受けた後

　

に提出した当該申告書を除く。）を提出し、又は国の税務官署が所得税の更正

　

（偽りその他不正の行為により所得税を免れ、又は所得税の還付を受けた所

　

得税の納税義務者についてされた当該所得税に係る更正及び所得税の決定が

　

あった後にされた当該所得税に係る更正を除く。） をしたことに基因して、 第

　

４０条の各納期限から１年を経過する日後に第１項の規定によりその賦課した

税額を変更し、 又は賦課した場合には、当該１年を経過する日の翌日から同

　

項に規定する不足税額に係る納税通知書が発せられた日までの期間は、 前項

　

に規定する期間から控除する。

４

　

第２項の場合において、 所得税の納税義務者が修正申告書を提出し、又は

　

国の税務官署が所得税の更正 （納付すべき税額を増加させるものに限り、 こ

れに類するものを含む。 以下この項において 「増額更正」 という。） をしたと

　

き（国の税務官署が所得税の更正（納付すべき税額を減少させるものに限り、

　

これに類するものを含む。 以下この項において 「減額更正」 という。） をした

　

ことに基因して、 第１項の規定によりその賦課した税額が減少した後に、 そ

　

の賦課した税額が増加したときに限る。）は、その追徴すべき不足税額（当該

減額更正前に賦課した税額から当該減額更正に基因して変更した税額を控除

　

した金額（還付金の額に相当する税額を含む。）に達するまでの部分に相当す

　

る税額に限る。 以下この項において同じ。） については、 次に掲げる期間 （令

第４８条の９の９第４項各号に掲げる市民税にあっては、第１号に掲げる期間



　

（法人の市民税の申告納付）

第４８条

　

［略］・

２

　

［略］

　　

，

　　　　　　　　　　　

．

３

　

法第３２１条の８第２２項の申告書 （同条第２１項の規定による申告を含む。 以下

この項において同じ。） に係る税金を納付する場合においては、当該税金に

係る同条第１項、 第２項、 第４項又は第１９項の納期限 （納期限の延長があっ
たときは、 その延長された納期限とする。） の翌日から納付の日までの期間

の日数に応じ、 当該税額に年１４．６パーセント （申告書を提出した日 （同条第

２３項の規定の適用がある場合で当該申告書がその提出期限前に提出されたと

きは、 当該提出期限） までの期間又はその期間の末日の翌日から１月を経過

する日までの期間については年７．３パーセント）の割合を乗じて計算した金額

に相当する延滞金額を加算して施行規則第２２号の４様式による納付書によっ

て納付しなければならない。

４

　

前項の場合において、 法人が法第３２１条の８第１項、 第２項、 第４項又は第

１９項の申告書を提出した日 （当該申告書がその提出期限前に提出された場合

には、 当該申告書の提出期限） の翌日から１年を経過する日後に同条第２２項

の申告書を提出したときは、偽りその他不正の行為により市民税を免れた法

人が法第３２１条の１１第１項又は第３項の規定による更正があるべきことを予

知して当該申告書を提出した場合を除き、 当該１年を経過する日の翌日から

当該申告書を提出した日（法第３２１条の８第２３項の規定の適用がある場合で当

の

　

に限る。） を延滞金の計算の基礎となる期間から控除する

　

（１）

　

第 ４０ 条の各納期限の翌日から当該減額更正に基因して変更した税額

　　

に係る納税通知書が発せられた日までの期間

　

（２）

　

当該減額更正に基因して変更した税額に係る納税通知書が発せられた

　　　

日 （当該減額更正が更正の請求に基づくものである場合には、 同日の翌

　　

日から起算して１年を経過する日） の翌日から増額更正に基因して変更

　　　

した税額に係る納税通知書が発せられた日までの期間

　

（法人の市民税の申告納付）

第４８条

　

［略］

２

　

［略］

３

　

法第３２１条の８第２２項に規定する申告書（同条第２１項の規定による申告書を

含む。 以下この項において同じ。） に係る税金を納付する場合においては、
当該税金に係る同条第１項、第２項、第４項又は第１９項の納期限 （納期限の

延長があったときは、 その延長された納期限とする。） の翌日から納付の日

までの期間の日数に応じ、 当該税額に年１４．６パーセント （申告書を提出した

　

日 （同条第２３項の規定の適用がある場合において、当該申告書がその提出期

限前に提出されたときは、当該提出期限） までの期間又はその期間の末日の

翌日から１月を経過する日までの期間については、 年７．３パーセント） の割合

を乗じて計算した金額に相当する延滞金額を加算して施行規則第２２号の４様

式による納付書によって納付しなければならない。

４

　

前項の場合において、 法人が法第３２１条の８第１項、 第２項、 第４項又は第

１９項に規定する申告書を提出した日 （当該申告書がその提出期限前に提出さ

れた場合には、当該申告書の提出期限） の翌日から１年を経過する日後に同

条第２２項に規定する申告書を提出したときは、偽りその他不正の行為により

市民税を免れた法人が法第３２１条の１１第１項又は第３項の規定による更正が

あるべきことを予知して当該申告書を提出した場合を除き、当該１年を経過

する日の翌日から当該申告書を提出した日（法第３２１条の８第２３項の規定の適



該申告書がその提出期限前に提出されたときは、当該申告書の提出期限）ま

での期間は、延滞金の計算の基礎となる期間から控除する。

　

用がある場合において、当該申告書がその提出期限前に提出されたときは、

　

当該申告書の提出期限）までの期間は、延滞金の計算の基礎となる期間から

　

控除する。

５

　

第３項の場合において、 法第３２１条の８第２２項に規定する申告書 （以下この

項において 「修正申告書」 という。） の提出があったとき （当該修正申告書

　

に係る市民税について同条第１項、 第２項、第４項又は第１９項に規定する申

告書 （以下この項において 「当初申告書」 という。） が提出されており、 か

つ、 当該当初申告書の提出により納付すべき税額を減少させる更正 （これに

類するものを含む。 以下この項において 「減額更正」 という。） があった後

　

に、当該修正申告書が提出されたときに限る。） は、当該修正申告書の提出

により納付すべき税額（当該当初申告書に係る税額 （還付金の額に相当する

税額を含む。） に達するまでの部分に相当する税額に限る。） については、
次に掲げる期間（偽りその他不正の行為により市民税を免れた法人が法第３２１

条の１１第１項又は第３項の規定による更正があるべきことを予知して提出し

た修正申告書に係る市民税又は令第４８条の１６の２第３項に規定する市民税に

あっては、 第１号に掲げる期間に限る。） を延滞金の計算の基礎となる期間

から控除する。

　

（１）

　

当該当初申告書の提出により納付すべき税額の納付があった日 （その

　　

日が当該申告に係る市民税の納期限より前である場合には、当該納期限）

　　

の翌日から当該減額更正の通知をした日までの期間

　

（２）

　

当該減額更正の通知をした日 （当該減額更正が、 更正の請求に基づく

　　

もの （法人税に係る更正によるものを除く。） である場合又は法人税に

　　

係る更正 （法人税に係る更正の請求に基づくものに限る。） によるもの

　　

である場合には、 当該減額更正の通知をした日の翌日から起算して１年

　　

を経過する日）の翌日から当該修正申告書を提出した日（法第３２１条の８

　　

第２３項の規定の適用がある場合において、当該修正申告書がその提出期

　　

限前に提出されたときは、当該修正申告書の提出期限） までの期間



５・６

　

［略］

　

（法人の市民税に係る不足税額の納付の手続）

第５０条

　

［略］

２

　

前項の場合においては、その不足税額に法第３２１条の８第１項、第２項、第

　

４項又は第１９項の納期限（同条第２３項の申告納付に係る法人税割に係る不足

税額についても同条第１項、第２項又は第４項の納期限によるものとする。

　

なお納期限の延長があったときは、その延長された納期限とする。） の翌日

　

から納付の日までの期間の日数に応じ、 年１４．６パーセント （前項の納期限ま

　

での期間又は当該納期限の翌日から１月を経過する日までの期間については

　

年７．３ノミーセント）の割合を乗じて計算した金額に相当する延滞金額を加算し

　

て納付しなければならない。

３

　

前項の場合において、法第３２１条の１１第１項又は第３項の規定による更正の

通知をした日が、 法第３２１条の８第１項、 第２項、 第４項又は第１９項の申告書

　

を提出した日 （当該申告書がその提出期限前に．提出された場合には、当該申

告書の提出期限） の翌日から１年を経過する日後であるときは、偽りその他

不正の行為により市民税を免れた場合を除き、 当該１年を経過する日の翌日

から当該通知をした日 （法人税に係る修正申告書を提出し、又は法人税に係

る更正若しくは決定がされたこと （同条第２項又は第４項の申告書を提出す

べき法人が連結子法人の場合にあっては、当該連結子法人との間に連結完全

支配関係がある連結親法人 （法人税法第２条第１２号の６の７に規定する連結

親法人をいう。 以下この項において同じ。） 若しくは連結完全支配関係があ

った連結親法人が法人税に係る修正申告書を提出し、 又は法人税に係る更正

若しくは決定を受けたこと） による更正に係るものにあっては、当該修正申

告書を提出した日又は国の税務官署が更正若しくは決定の通知をした日）ま

での期間は、延滞金の計算の基礎となる期間から控除する。

６・７

　

［略］

　

（法人の市民税に係る不足税額の納付の手続）

第５０条

　

［略］

２

　

前項の場合においては、 その不足税額に法第３２１条の８第１項、 第２項、 第

　

４項又は第１９項の納期限（同条第２３項の申告納付に係る法人税割に係る不足

　

税額がある場合には、 同条第１項、 第２項又は第４項の納期限とし、 納期限

　

の延長があった場合には、その延長された納期限とする。） の翌日から納付

　

の日までの期間の日数に応じ、 年１４．６パーセント （前項の納期限までの期間

　

又は当該納期限の翌日から１月を経過する日までの期間については、 年７‐３

　

パーセント） の割合を乗じて計算した金額に相当する延滞金額を加算して納

　

付しなければならない。

３

　

前項の場合において、法第３２１条の１１第１項又は第３項の規定による更正の

　

通知をした日が、 法第３２１条の８第１項、 第２項、 第４項又は第１９項に規定す

　

る申告書を提出した日（当該申告書がその提出期限前に提出された場合には、

　

当該申告書の提出期限） の翌日から１年を経過する日後であるときは、偽り

　

その他不正の行為により市民税を免れた場合を除き、当該１年を経過する日

　

の翌日から当該通知をした日 （法人税に係る修正申告書を提出し、又は法人

　

税に係る更正若しくは決定がされたこと （同条第２項又は第４項に規定する

　

申告書を提出すべき法人が連結子法人の場合には、当該連結子法人との間に

　

連結完全支配関係がある連結親法人 （法人税法第２条第１２号の６の７に規定

　

する連結親法人をいう。 以下この項において同じ。） 若しくは連結完全支配

　

関係があった連結親法人が法人税に係る修正申告書を提出し、又は法人税に

　

係る更正若しくは決定を受けたこと。 次項第２号において同じ。） による更

　

正に係るものにあっては、当該修正申告書を提出した日又は国の税務官署が

　

更正若しくは決定の通知をした日） までの期間は、延滞金の計算の基礎とな

　

る期間から控除する。

４

　

第２項の場合において、 法第３２１条の８第２２項に規定する申告書 （以下この



　
Ｏ

　

（固定資産税の納税義務者等）

第５４条

　

固定資産税は、固定資産 （土地、家屋及び償却資産を総称する。 以

下固定資産税について同じ。） に対し、 その所有者 （質権又は１００年より

永い存続期間の定めのある地上権の目的である土地については、その質権
者又は地上権者とする。 以下固定資産税について同じ。） に課する。
２～４

　

［略］

項において「修正申告書」 という。） の提出があったとき （当該修正申告書

に係る市民税について同条第１項、 第２項、第４項又は第１９項に規定する申

告書 （以下この項において 「当初申告書」 という。） が提出されており、 か

つ、当該当初申告書の提出により納付すべき税額を減少させる更正 （これに

類するものを含む。 以下この項において 「減額更正」 という。） があった後

に、当該修正申告書が提出されたときに限る。） は、当該修正申告書の提出

により納付すべき税額 （当該当初申告書に係る税額 （還付金の額に相当する

税額を含む。） に達するまでの部分に相当する税額に限る。） については、
次に掲げる期間 （偽りその他不正の行為により市民税を免れた法人が提出し

た修正申告書に係る市民税又は令第４８条の１５の５第３項に規定する市民税に

あっては、第１号に掲げる期間に限る。） を延滞金の計算の基礎となる期間

から控除する。

（１）

　

当該当初申告書の提出により納付すべき税額の納付があった日 （その

　　

日が当該申告に係る市民税の納期限より前である場合には、当該納期限）

　　

の翌日から当該減額更正の通知をした日までの期間

（２）

　

当該減額更正の通知をした日 （当該減額更正が、更正の請求に基づく

　　

もの （法人税に係る更正によるものを除く。） である場合又は法人税に

　

係る更正 （法人税に係る更正の請求に基づくものに限る

　

） によるもの

　

である場合には、 当該減額更正の通知をした日の翌日から起算して１年

　　

を経過する日） の翌日から当該修正申告書に係る更正の通知をした日ま

　

での期間

（固定資産税の納税義務者等）

第５４条

　

固定資産税は、 固定資産 （土地、 家屋及び償却資産をいう。 以下

固定資産税について同じ。） に対し、 その所有者 （質権又は１００年より永

い存続期間の定めのある地上権の目的である土地については、その質権者

又は地上権者とする。 以下固定資産税について同じ。） に課する。

２～４

　

［略］



５

　

土地区画整理法 （昭和２９年法律第１１９号） による土地区画整理事業 （密

　

集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律（平成９年法律第４９

　

号）第４６条第１項の規定により土地区画整理法の規定が適用される密集市

　

街地における防災街区の整備の促進に関する法律第４５条第１項第１号の

　

事業を含む。以下この項において同じ。）又は土地改良法（昭和２４年法律

　

第１９５号） による土地改良事業の施行に係る土地については、 法令若しく

　

は規約等の定めるところによって仮換地、 一時利用地その他の仮に使用

　

し、若しくは収益することができる土地（以下この項において「仮換地等」

　

と総称する。）の指定があった場合又は土地区画整理法による土地区画整

　

理事業の施行者が同法第１００条の２（密集市街地における防災街区の整備

　

の促進に関する法律第４６条第１項において適用する場合を含む。）の規定

　

によって管理する土地で当該施行者以外の者が仮に使用するもの（保留地

　

として指定されたものを含む。以下この項において「仮使用地」という。）

　

がある場合においては、 当該仮換地等若しくは仮使用地について使用し、
又は収益することができることとなった日から換地処分の公告がある日

又は換地計画の認可の公告がある日までの間は、仮換地等にあっては当該

仮換地等に対応する従前の土地について登記簿又は土地補充課税台帳に

所有者として登記又は登録されている者をもって、仮使用地にあっては土

地区画整理法による土地区画整理事業の施行者以外の仮使用地の使用者

　

をもって、それぞれ当該仮換地等又は仮使用地に係る第１項の所有者とみ
なし、換地処分の公告があった日又は換地計画の認可の公告があった日か

　

ら換地又は保留地を取得した者が登記簿に当該換地又は保留地に係る所
有者として登記される日までの間は、当該換地又は保留地を取得した者を

　

もって当該換地又は保留地に係る同項の所有者とみなす。
６・７

　

［略］

第５６条

　

法第３４８条第２項第９号、第９号の２又は第１２号の固定資産について同

項本文の規定の適用を受けようとする者は、 土地については第１号及び第２

ム
ー

５

　

土地区画整理法 （昭和２９年法律第１１９号） による土地区画整理事業 （密

集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律（平成９年法律第４９

号）第４６条第１項の規定により土地区画整理法の規定が適用される密集市

街地における防災街区の整備の促進に関する法律第４５条第１項第１号の

事業を含む。 以下この項において同じ。） 又は土地改良法 （昭和２４年法律

第１９５号） による土地改良事業の施行に係る土地については、 法令若しく

は規約等の定めるところによって仮換地、 一時利用地その他の仮に使用

　

し、若しくは収益することができる土地（以下この項において「仮換地等」

　

という。）の指定があった場合又は土地区画整理法による土地区画整理事

業の施行者が同法第１００条の２ （密集市街地における防災街区の整備の促

進に関する法律第４６条第１項において適用する場合を含む。）の規定によ

って管理する土地で当該施行者以外の者が仮に使用す●るもの（保留地とし

て指定されたものを含む。 以下この項において 「仮使用地」 という。） が

ある場合においては、当該仮換地等若しくは仮使用地について使用し、又

は収益することができることとなった日から換地処分の公告がある日又

は換地計画の認可の公告がある日までの間は、仮換地等にあっては当該仮

換地等に対応する従前の土地について登記簿又は土地補充課税台帳に所

有者として登記又は登録されている者をもって、仮使用地にあっては土地

区画整理法による土地区画整理事業の施行者以外の仮使用地の使用者を

もって、それぞれ当該仮換地等又は仮使用地に係る第１項の所有者とみな

し、換地処分の公告があった日又は換地計画の認可の公告があった日から

換地又は保留地を取得した者が登記簿に当該換地又は保留地に係る所有

者として登記される日までの間は、．当該換地又は保留地を取得した者をも

って当該換地又は保留地に係る同項の所有者とみなす。
６・７

　

［略］

第５６条

　

法第３４８条第２項第９号、第９号の２若しくは第１２号の固定資産又は同

項第１６号の固定資産 （独立行政法人労働者健康安全機構が設置する医療関係



号に、 家屋については第３号及び第４号に、償却資産については第５号及び

第６号に掲げる事項を記載した申告書を、当該土地、 家屋又は償却資産が学

校法人若しくは私立学校法（昭和２４年法律第２７０号）第６４条第４項の法人、公

益社団法人若しくは公益財団法人、 宗教法人若しくは社会福祉法人で幼稚園

を設置するもの、医療法（昭和２３年法律第２０５号）第３１条の公的医療機関の開

設者、令第４９条の１０第１項に規定する医療法人、公益社団法人若しくは公益

財団法人、一般社団法人 （非営利型法人 （法人税法第２条第９号の２に規定

する非営利型法人をいう。 以下この条において同じ。） に該当するものに限

る。） 若しくは一般財団法人 （非営利型法人に該当するものに限る。）、 社

会福祉法人、独立行政法人労働者健康福祉機構、健康保険組合若しくは健康

保険組合連合会若しくは国家公務員共済組合若しくは国家公務員共済組合連

合会で看護師、准看護師、歯科衛生士、歯科技工士、助産師、臨床検査技師、
理学療法士若しくは作業療法士の養成所を設置するもの、 公益社団法人若し

くは公益財団法人で図書館を設置するもの、公益社団法人若しくは公益財団

法人若しくは宗教法人で博物館法（昭和２６年法律第２８５号）第２条第１項の博

物館を設置するもの又は公益社団法人若しくは公益財団法人で学術の研究を

目的とするもの （以下この条において 「学校法人等」 という。） の所有に属

しないものである場合においては当該土地、 家屋又は償却資産を当該学校法

人等に無料で使用させていることを証明する書面を添付して、 市長に提出し

なければならない。

　

（１）～（６） ［略］

　

（固定資産税の非課税の規定の適用を受けなくなった固定資産の所有者がす

べき申告）

第５９条

　

法第３４８条第２項第３号、第９号から第１０号の９まで、第１１号の３から

第１１号の５まで又は第１２号の固定資産として同項本文の規定の適用を受けて

者の養成所において直接教育の用に供するものに限る。） について同項本文

の規定の適用を受けようとする者は、 土地については第１号及び第２号に、
家屋については第３号及び第４号に、償却資産については第５号及び第６号

に掲げる事項を記載した申告書を、当該土地、 家屋又は償却資産が学校法人

若しくは私立学校法（昭和２４年法律第２７０号）第６４条第４項の法人、公益社団

法人若しくは公益財団法人、 宗教法人若しくは社会福祉法人で幼稚園を設置

するもの、 医療法 （昭和２３年法律第２０５号） 第３１条の公的医療機関の開設者、
令第４９条の１０第１項に規定する医療法人、公益社団法人若しくは公益財団法

人、一般社団法人 （非営利型法人 （法人税法第２条第９号の２に規定する非

営利型法人をいう。 以下この条において同じ。） に該当するものに限る。）

若しくは一般財団法人 （非営利型法人に該当するものに限る。）、 社会福祉

法人、独立行政法人労働者健康安全機構、健康保険組合若しくは健康保険組

合連合会若しくは国家公務員共済組合若しくは国家公務員共済組合連合会で

看護師、准看護師、 歯科衛生士、歯科技工士、助産師、 臨床検査技師、 理学

療法士若しくは作業療法士の養成所を設置するもの、公益社団法人若しくは

公益財団法人で図書館を設置するもの、公益社団法人若しくは公益財団法人

若しくは宗教法人で博物館法（昭和２６年法律第２８５号）第２条第１項の博物館

を設置するもの又は公益社団法人若しくは公益財団法人で学術の研究を目的

とするもの （以下この条において 「学校法人等」 という。） の所有に属しな

いものである場合においては当該土地、家屋又は償却資産を当該学校法人等

に無料で使用させていることを証明する書面を添付して、市長に提出しなけ

ればならない。

　

（１）～（６） ［略］

　

（固定資産税の非課税の規定の適用を受けなくなった固定資産の所有者がす

べき申告）

第５９条

　

法第３４８条第２項第３号 第９号から第１０号の１０まで、第１１号の３から

第１１号の５まで、 第１２号又は第１６号の固定資産として同項本文の規定の適用



　　　

いた固定資産について当該各号に掲げる用途に供しないこととなった場合又

　　　

は有料で使用させることとなった場合においては、当該固定資産の所有者は、

　　　

その旨を直ちに市長に申告しなければならない。

　　　　

（軽自動車税の納税義務者等）

　　

第８０条

　

軽自動車税は、 原動機付自転車、 軽自動車、 小型特殊自動車及び２輪

　　　

の小型自動車 （以下軽自動車税について 「軽自動車等」 という。） に対し、

　　　

その所有者に課する。

　　

２

　

軽自動車等の売買があった場合において、売主が当該軽自動車等の所有権

　　　

を留保しているときは、 軽自動車税の賦課徴収については、 買主を当該軽自

　　　

動車等の所有者とみなす

　　

３

　

軽自動車等の所有者が法第４４３条第１項の規定によって軽自動車税を課す

　　　

ることができない者である場合においては、 その使用者に課する。 ただし、

　　　

公用又は公共の用に供するものについては、 これを課さない。
　
の

　　

（日本赤十字社の所有する軽自動車等に対する軽自動車税の非課税の範囲）

　　

第８０条の２

　

日本赤十字社が所有する軽自動車等のうち、 直接その本来の事業

　　　

の用に供するもので、 救急用のものに対しては、 軽自動車税を課さない。

　　　　

（軽自動車税の課税免除）

　　

第８１条

　

商品であって使用しない軽自動車等に対しては、軽自動車税を課さな

　

＆

　

を受けていた固定資産について当該各号に掲げる用途に供しないこととなっ

　

た場合又は有料で使用させることとなった場合においては、当該固定資産の

　

所有者は、その旨を直ちに市長に申告しなければならない。

　

．（軽自動車税の納税義務者等）

第８０条

　

軽自動車税は、三輪以上の軽自動車に対し、当該三輪以上の軽自動車

　

の取得者に環境性能割によって、軽自動車等に対し、当該軽自動車等の所有

者に種別割によって課する

２

　

前項に規定する三輪以上の軽自動車の取得者には、法第４４３条第２項に規定

　

する者を含まないものとする

３

　

軽自動車等の所有者が法第４４５条第１項の規定により種別割を課すること

ができない者である場合には、 第１項の規定にかかわらず、その使用者に課

する。 ただし、 公用又は公共の用に供する軽自動車等については、これを課

さない。

（軽自動車税のみなす課税）

第８１条

　

軽自動車等の売買契約において売主が当該軽自動車等の所有権を留保

　

している場合には、 軽自動車税の賦課徴収については、買主を前条第１項に

　

規定する三輪以上の軽自動車の取得者 （以下この節において 「三輪以上の軽

　

自動車の取得者ゴーという。） 又は軽自動車等の所有者とみなして、軽自動車

税を課する。

２

　

前項の規定の適用を受ける売買契約に係る軽自動車等について、買主の変

　

更があったときは、 新たに買主となる者を三輪以上の軽自動車の取得者又は

軽自動車等の所有者とみなして、軽自動車税を課する。



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３

　

法第４４４条第３項に規定する販売業者等（以下この項において「販売業者等」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

という。） が、 その製造により取得 した三輪以上の軽自動 車又はその販売の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ためその他運行 （道路運送車両法第２条第５項に規定する運行をいう。 次項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

において同 じ。） 以外の目的に供するため取得 した三輪以上の軽自動車につ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

いて、 当該販売業者等が、法第４４４条第３項に規定する車両番号の指定を受け

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

た場合 （当該車両番号の指定前に第１項の規定の適用を受ける売買契約の締

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

結が行われた場合を除く。） には、 当該販売業者等を三輪以上の軽自動車の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

取得者とみな して、 環境性能割を課する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４

　

法の施行地外で三輪以上の軽自動車を取得した者が、 当該三輪以上の軽自

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

動車を法の施行地内に持ち込んで運行の用に供した場合には、 当該三輪以上

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

の軽自動車を運行の用に供する者を三輪以上の軽自動車の取得者とみなし

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

て、 環境性能割 を課する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（日本赤十字社の所有する軽自動車等に対する軽自動車税の非課税の範囲）

心

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第８１条の２

　　

日本赤十字社が所有する軽自動車等のうち、 直接その本来の事業

心

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

の用 に供するもので、 救急用 のものに対 して は、 軽自動 車税を課さない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（環境性能割の課税標 準）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第８１条の３

　

環境性能割の課税標準は、 三輪以上の軽自動車の取得のために通

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

常要する価額と して施行規則第１５条の１０に定めるところにより算定 した金額

　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（環境性能割の税率）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第８１条の４

　

次の各号に掲げる三輪以上の軽自動車に対して課する環境性能割

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

の税率は、 当該各号に定める率とする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１） 法第４５１条第１項（同条第４項において準用する場合を含む。）の規定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

の適用 を受けるもの

　

１００分の１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（２） 法第４５１条第２項（同条第４項において準用する場合を含む。）の規定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

の適用 を受けるもの

　

１００分の２



　

（３） 法第４５１条第３項の規定の適用を受けるもの

　

１００分の３

　

（環境性能割の徴収の方法）

第８１条の５

　

環境性能割の徴収については、申告納付の方法によらなければな

　

らない

　

（環境性能割の申告納付）

第８１条の６

　

環境性能割の納税義務者は、法第４５４条第１項各号に掲げる三輪以

　

上の軽自動車の区分に応じ、当該各号に定める時又は日までに、施行規則第

　

３３号の４様式による申告書を市長に提出するとともに、 その申告に係る環境

　

性能割額を納付しなければならない

２

　

三輪以上の軽自動車の取得者（環境性能割の納税義務者を除く。）は、法第

　

４５４条第１項各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める時又は日までに、 施

　

行規則第３３号の４様式による報告書を市長に提出しなければならない。

　

（環境性能割に係る不申告等に関する過料）

第８１条の７

　

環境性能割の納税義務者が前条の規定により申告し、又は報告す

　

べき事項について正当な事由がなくて申告又は報告をしなかった場合には、

　

その者に対し、１０万円以下の過料を科する

２

　

前項の過料の額は、 情状により、 市長が定める。

３

　

第１項の過料を徴収する場合において発する納入通知書に指定すべき納期

　

限は、 その発付の日から１０日以内とする。

　

（環境性能割の減免）

第８１条の８

　

市長は、公益のため直接専用する三輪以上の軽自動車又は第９０条

　

第１項各号に掲げる軽自動車等（三輪以上のものに限る。）のうち必要と認め

　

るものに対しては、環境性能割を減免する。

２

　

前項の規定による環境性能割の減免を受けるための手続その他必要な事項

　

については、 規則で定める。

　

（種別割の税率）

ぬ
　　

（軽自動車税の税率）



第８２条

　

軽自動車税の税率は、 次の各号に掲げる軽自動車等に対し１台につい

て、それぞれ当該各号に定める額とする。

（１） ［略］

　　　　　　　　　　　　　　　　

、

（２） 軽自動車及び小型特殊自動車

　

ア 軽自動車

　　

２輪のもの （側車付のものを含む。） 年額

　

３，６００円

　　

３輪のもの

　

年額

　

３，９００円

　　

４輪以上のもの

　　　

乗用のもの

　　　　

営業用

　

年額

　

６，９００円

　　　　

自家用

　

年額

　

１０，８００円

　　　

貨物用のもの

　　　　

営業用 年額

　

３，８００円

　　　　

自家用 年額

　

５，０００円

　
の

　　

イ

　

小型特殊自動車

　　　

農耕作業用のもの

　

年額

　

２，４００円

　　　

そ の他のもの

　

年額

　

５，９００円

　

（３） ［略］

　

（軽自動車税の賦課期日及び納期）

第８３条

　

軽自動車税の賦課期日は、 ４月１日とする。

２

　

軽自動車税の納期は、 ５月１日から同月３１日までとする。

　

（軽自動車税の徴収の方法）

第８５条

　

軽自動車税は、 普通徴収の方法によって徴収する。

　

（軽自動車税に関する申告又は報告）

第８７条

　

軽自動車税の納税義務者である軽自動車等の所有者又は使用者

　　　　　　

イ 小型特殊自動車

　　　　　　　

（ア） 農耕作業用のもの

　

年額

　

２，４００円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　

（イ） その他のもの

　

年額

　

５，９００円

　　　　

（３） ［略］

　　　　

（種別割の賦課期日及び納期）

　　　

第８３条

　

種別割の賦課期日は、 ４月１日とする。

　　　

２

　

種別割の納期は、 ５月１日から同月３１日までとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　

ー

　　　　

（種別割の徴収の方法）

　　　

第８５条

　

種別割は、 普通徴収の方法によって徴収する。

　　　　

（種別割に関する申告又は報告）

（以下

　

第８７条

　

種別割の納税義務者である軽自動車等の所有者又は使用者 （以下この

第８２条

　

次の各号に掲げる軽自動車等に対して課する種別割の税率は、１台に

ついて、それぞれ当該各号に定める額と
、する。

　

（１） ［略］

　

（２） 軽自動車及び小型特殊自動車

ア 軽自動車

　

（ア）

　

二輪のもの （側車付のものを含む ） 年額

　

３，６００円

　

（イ） 三輪のもの

　

年額

　

３，９００円

（ウ） 四輪以上のもの

　

ａ

　

乗用のもの

営業用

　

年額

　

６，９００円

自家用

　

年額

　

１０，８００円

ｂ 貨物用のもの

営業用 年額

　

３，８００円

自家用 年額

　

５，０００円



本節において「軽自動車等の所有者等」という。）は、軽自動車等の所有者等

　

となった日から１５日以内に、軽自動車及び二輪の小型自動車の所有者又は使

用者については施行規則第３３号の４様式による申告書、 原動機付自転車及び

小型特殊自動車の所有者又は使用者については施行規則第３３号の５様式によ

　

る申告書並びにその者の住所を証明すべき書類を市長に提出しなければなら

　

なし、。

２

　

前項の申告書を提出した者は、当該申告事項について変更があった場合に

　

おいては、 その事由が生じた日から１５日以内に、 当該変更があった事項につ

　

いて軽自動車及び二輪の小型自動車の所有者又は使用者については施行規則

　

第３３号の４様式による申告書並びに原動機付自転車及び小型特殊自動車の所

有者又は使用者については施行規則第３３号の５様式による申告書を市長に提

　

出しなければならない。 ただし、 次項の規定により申告書を提出すべき場合

　

については、 この限りでない。

３

　

軽自動車等の所有者等でなくなった者は、 軽自動車等の所有者等でなくな

った日から３０日以内に、軽自動車及び二輪の小型自動車の所有者又は使用者

　

については施行規則第３３号の４様式による申告書、原動機付自転車及び小型

特殊自動車の所有者又は使用者については施行規則第３４号様式による申告書

　

を市長に提出しなければならない。

４

　

第８０条第２項に規定する軽自動車等の売主は、 市長から当該軽自動車等の

買主の住所又は居所が不明であることを理由として請求があった場合には、
当該請求があった日から１５日以内に次の各号に掲げる事項を記載した報告書

を市長に提出しなければならない。

（１）～（５） ［略］

　

（軽自動車税に係る不申告等に関する過料）

第８８条

　

軽自動車等の所有者等又は第８０条第２項に規定する軽自動車等の

売主が前条の規定によって申告し、又は報告すべき事項について正当な理
．由がなくて申告又は報告をしなかった場合においては、その者に対し、１０

節において「軽自動車等の所有者等」という。）は、軽自動車等の所有者等と

なった日から１５日以内に、軽自動車及び二輪の小型自動車の所有者又は使用

者については施行規則第３３号の４の２様式による申告書、原動機付自転車及

び小型特殊自動車の所有・者又は使用者については施行規則第３３号の５様式に

よる申告書並びにその者の住所を証明すべき書類を市長に提出しなければな

　

らない。

２

　

前項の申告書を提出した者は、当該申告事項について変更があった場合に

おいては、 その事由が生じた日から１５日以内に、 当該変更があった事項につ

いて軽自動車及び二輪の小型自動車の所有者又は使用者については施行規則

第３３号の４の２様式による申告書並びに原動機付自転車及び小型特殊自動車

の所有者又は使用者については施行規則第３３号の５様式による申告書を市長

に提出しなければならない。 ただし、次項の規定により申告書を提出すべき

場合については、 この限りでない。

３

　

軽自動車等の所有者等でなくなった者は、軽自動車等の所有者等でなくな

った日から３０日以内に、軽自動車及び二輪の小型自動車の所有者又は使用者

については施行規則第３３号の４の２様式による申告書並びに原動機付自転車

及び小型特殊自動車の所有者又は使用者については施行規則第３４号様式によ

　

る申告書を市長に提出しなければならない。

４

　

第８１条第１項に規定する軽自動車等の売主は、 市長から当該軽自動車等の

買主の住所又は居所が不明であることを理由として請求があった場合には、

当該請求があった日から１５日以内に次に掲げる事項を記載した報告書を市長

に提出しなければならない。

　

（１）～（５） ［略］

　

（種別割に係る不申告等に関する過料）

第８８条

　

軽自動車等の所有者等又は第８１条第１項に規定する軽自動車等の

売主が前条の規定によって申告し、又は報告すべき事項について正当な理

　

由がなくて申告又は報告をしなかった場合においては、その者に対し、１０



　　　

万円以下の過料を科する。

　　

２・３

　

［略］

　　　　

（軽自動車税の減免）

　　

第８９条

　

市長は、公益のため直接専用するものと認める軽自動車等に対しては、

　　　

軽自動車税を減免することができる。

　　

２

　

前項の規定によって軽自動車税の減免を受けようとする者は、納期限まで

　　　

に、 当該軽自動車等について減免を受けようとする税額及び次の各号に掲げ

　　　

る事項を記載した申請書に減免を必要とする事由を証明する書類を添付し、

　　　

これを市長に提出しなければならない。

　　　

（１）～（８） ［略］

　　

３

　

第１項の規定によって軽自動車税の減免を受けた者は、その事由が消滅し

　　　

た場合においては、 直ちにその旨を市長に申告しなければならない。

　　　　

（身体障害者等に対する軽自動車税の減免）
　
の

　　

第９０条

　

市長は、 次の各号に掲げる軽自動車等に対しては、 軽自動車税を減免

　　　

することができる。

　　　

（１） 身体に障害を有し歩行が困難な者（以下「身体障害者」という。）又は

　　　　　

精神に障害を有し歩行が困難な者（以下「精神障害者」という。）が所有

　　　　　

する軽自動車等 （身体障害者で年齢１８歳未満のもの又は精神障害者で自

　　　　　

ら運転をしないものと生計を一にする者が所有する軽自動車等を含む。）

　　　　　

で、 当該身体障害者、 当該精神障害者、当該身体障害者若しくは精神障

　　　　　

害者（以下「身体障害者等」という。）のために当該身体障害者等と生計

　　　　　

を一にする者又は当該身体障害者等 （身体障害者等のみで構成される世

　　　　　

帯の者に限る。）のために当該身体障害者等（身体障害者等のみで構成さ

　　　　　

れる世帯の者に限る。）を常時介護する者が運転するもののうち、市長が

　　　　

必要と認めるもの （１台に限る。）

　　　

（２） ［略］

　　　　　　　　　　　　　

－

　

万円以下の過料を科する。

２・３

　

［略］

　

（種別割の減免）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‐
第８９条

　

市長は、公益のため直接専用する軽自動車等のうち必要と認めるもの

　

に対しては、 種別割を減免する。

２

　

前項の規定によって種別割の減免を受けようとする者は、 納期限までに、

　

当該軽自動車等について減免を受けようとする税額及び次の各号に掲げる事

　

項を記載した申請書に減免を必要とする事由を証明する書類を添付し、 これ

　

を市長に提出しなければならない。

　

（１）～（８） ［略］

３

　

第１項の規定によって種別割の減免を受けた者は、その事由が消滅した場

合においては、 直ちにその旨を市長に申告しなければならない。

　

（身体障害者等に対する種別割の減免）

　

ー
第９０条

　

市長は、 次に掲げる軽自動車等のうち必要と認めるものに対しては、

種別割を減免する。

　

（１） 身体に障害を有し歩行が困難な者（以下「身体障害者」という。）又は

　　

精神に障害を有し歩行が困難な者（以下「精神障害者」という。）が所有

　　

する軽自動車等 （身体障害者で年齢１８歳未満のもの又は精神障害者で自

　　

ら運転をしないものと生計を一にする者が所有する軽自動車等を含む。）

　　

で、 当該身体障害者、当該精神障害者、当該身体障害者若しくは精神障

　　

害者（以下「身体障害者等」という。）のために当該身体障害者等と生計

　　

を一にする者又は当該身体障害者等 （身体障害者等のみで構成される世

　　

帯の者に限る。）のた－めに当該身体障害者等（身体障害者等のみで構成さ

　　

れる世帯の者に限る。） を常時介護する者が運転するもの（１台に限る。）

（２） ［略］



２

　

前項第１号の規定によって軽自動車税の減免を受けようとする者は、納期

　

限までに、市長に対して、身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条

　

の規定により交イ寸された身体障害者手帳（戦傷病者特別援護法 （昭和３８年法

　

律第１６８号）第４条の規定により戦傷病者手帳の交付を受けている者で身体障

　

害者手帳の交付を受けていないものにあっては、 戦傷病者手帳とする。 以下

　

本項において 「身体障害者手帳」 という。）、厚生労働大臣の定めるところに

　

より交付された療育手帳（以下本項において「療育手帳」という。）又は精神

　

保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第４５条の規定

　

により交付された精神障害者保健福祉手帳 （以下本項において「精神障害者

　

保健福祉手帳」 という。）及び道路交通法 （昭和３５年法律第１０５号） 第９２条の

　

規定により交付された身体障害者又は身体障害者等と生計を一にする者若し

　

くは身体障害者等（身体障害者等のみで構成される世帯の者に限る。）を常時

　

介護する者の運転免許証（以下本項において「運転免許証」という。）を提示

するとともに、 次の各号に掲げる事項を記載した申請書に減免を必要とする

　

理由を証明する書類を添付して、 提出しなければならない。

　

（１） ［略］

　

（２） 身体障害者等の氏名、住所及び年令

　

（３）～（６） ［略］

３

　

第１項第２号の規定によって軽自動車税の減免を受けようとする者は、納

期限までに、 市長に対して、当該軽自動車等の提示 （市長が、当該軽自動車

　

等の提示に代わると認める書類の提出がある場合には、当該書類の提出） を

するとともに、 第８９条第２項各号に掲げる事項を記載した申請書を提出しな

　

ければならない。

４

　

前条第３項の規定は、第１項の規定によって軽自動車税の減免を受けてい

　

る者について準用する。

　

（原動機付自転車及び小型特殊自動車の標識の交付等）

第９１条

　

［略］

２

　

前項第１号の規定によって種別割の減免を受けようとする者は、 納期限ま

でに、市長に対して、身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条の規

定により交付された身体障害者手帳 （戦傷病者特別援護法 （昭和３８年法律第

１６８号）第４条の規定により戦傷病者手帳の交付を受けている者で身体障害者

手帳の交付を受けていないものにあっては、戦傷病者手帳とする。 以下この

項において「身体障害者手帳」 という。）、厚生労働大臣の定めるところによ

　

り交付された療育手帳（以下この項において「療育手帳」という。）又は精神

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′
保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第４５条の規定

により交付された精神障害者保健福祉手帳 （以下この項において「精神障害

者保健福祉手帳」 という。） 及び道路交通法 （昭和３５年法律第１０５号） 第９２条

の規定により交付された身体障害者又は身体障害者等と生計を一にする者若

　

しくは身体障害者等（身体障害者等のみで構成される世帯の者に限る。）を常

時介護する者の運転免許証（以下この項において「運転免許証」という。）を

提示するとともに、次に掲げる事項を記載した申請書に減免を必要とする理

由を証明する書類を添付して、 提出しなければならない。

　

（１） ［略］

　

（２） 身体障害者等の氏名、住所及び年齢

　

（３）～（６） ［略］

３

　

第１項第２号の規定によって種別割の減免を受けようとする者は、納期限

までに、 市長に対して、当該軽自動車等の提示（市長が、当該軽自動車等の

提示に代わると認める書類の提出がある場合には、当該書類の提出） をする

　

とともに、前条第２項各号に掲げる事項を記載した申請書を提出しなければ

ならない。

４

　

前条第３項の規定は、第１項の規定によって種別割の減免を受けている者

について準用する。

　

（原動機付自転車及び小型特殊自動車の標識の交付等）

第９１条

　

［略］



　　

２

　

法第４４３条若しくは第８０条の２又は第８０条第３項ただし書の規定によって、

　　　

軽自動車税を課することのできない原動機付自転車又は小型特殊自動車の所

　　　

有者又は使用者は、その主たる定置場が市内に所在することとなったときは、

　　　

その事由が発生した日から１５日以内に市長に対し標識交付申請書を提出し、

　　　

かつ当該原動機付自転車又は小型特殊自動車の提示をして、その車体に取り

　　　

付けるべき標識の交付を受けなければならない。 軽自動車税を課されるべき

　　　

原動機付自転車又は小型特殊自動車が法第４４３条若しくは第８０条の２又は第

　　　

８０条第３項ただし書の規定によって軽自動車税を課されないこととなったと

　　　

きにおける当該原動機付自転車又は小型特殊自動車の所有者又は使用者につ

　　　

いても、 また同様とする。

　　

３～６

　

［略］

　　　　　　　　　

ー

　　

７

　

第２項の標識及び第３項の証明書の交付を受けた者は、当該原動機付自転

　　　

車又は小型特殊自動車の主たる定置場が市内に所在しないこととなったと

帆

　　　

き、 当該原動機付自転車又は小型特殊自動車を所有し、若しくは使用しない

。

　　

こととなったとき又は当該原動機付自転車又は小型特殊自動車に対して軽自

　　　

動車税が課されることとなったときは、 その事由が発生した日から１５日以内

　　　

に市長に対しその標識及び証明書を返納しなければならない。

　　

８・９

　

［略］

　　

附

　

則

第６条

　

削除

２

　

法第４４５条若しくは第８１条の２又は第８０条第３項ただし書の規定によって、

　

種別割を課することのできない原動機付自転車又は小型特殊自動車の所有者

　

又は使用者は、その主たる定置場が市内に所在することとなったときは、そ

　

の事由が発生した日から１５日以内に市長に対し標識交付申請書を提出し、 か

　

つ、当該原動機付自転車又は小型特殊自動車の提示をして、その車体に取り

　

付けるべき標識の交付を受けなければならない。 種別割を課されるべき原動

　

機付自転車又は小型特殊自動車が法第４４５条若しくは第８１条の２又は第８０条

　

第３項ただし書の規定によって種別割を課されないこととなったときにおけ

　

る当該原動機付自転車又は小型特殊自動車の所有者又は使用者についても、

　

また同様とする。

３～６

　

［略］

７

　

第２項の標識及び第３項の証明書の交付を受けた者は、当該原動機付自転

　

車又は小型特殊自動車の主たる定置場が市内に所在しないこととなったと

　

き、当該原動機付自転車又は小型特殊自動車を所有し、若しくは使用しない

　

こととなったとき又は当該原動機付自転車又は小型特殊自動車に対して種別

　

割が課されることとなったときは、 その事由が発生した日から１５日以内に市

　

長に対しその標識及び証明書を返納しなければならない。

８・９

　

［略］

　

附

　

則

　

（特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の特例）

第６条

　

平成３０年度から平成３４年度までの各年度分の個人の市民税に限り、 法

附則第４条の４第３項の規定に該当する場合における第３４条の２の規定によ

　

る控除については、 その者の選択により、 同条中 「同条第１項」 とあるのは

　

「同条第１項 （第２号を除く。）」 と、「まで」 とあるのは 「まで並びに法附則

第４条の４第３項の規定により読み替えて適用される法第３１４条の２第１項

　

（第２号に係る部分に限る。）」 として、 同条の規定を適用することができる。

（個人の市民税の住宅借入金等特別税額控除） （個人の市民税の住宅借入金等特別税額控除）



第７条の３

　

平成２０年度から平成２８年度までの各年度分の個人の市民税に限

　

り、 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき租税特別措置法第４１条又は

　

第４１条の２の２の規定の適用を受けた場合 （同法第４１条第１項に規定する居

　

住年 （次条において 「居住年」 という。） が平成１１年から平成１８年までの各

　

年である場合に限る。） においては、 法附則第５条の４第６項に規定すると

　

ころにより控除すべき額 （第３項において 「市民税の住宅借入金等特別税額

　

控除額」 という。） を、当該納税義務者の第３４条の３及び第３４条の６の規定

　

を適用した場合の所得割の額から控除する。

２・３

　

［略］

第７条の３の２

　

平成２２年度から平成４１年度までの各年度分の個人の市民税に

　

限り、 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき租税特別措置法第４１条又

　

は第４１条の２の２の規定の適用を受けた場合 （居住年が平成１１年から平成１８

　

年まで又は平成２１年から平成３１年までの各年である場合に限る。）において、

　

前条第１項の規定の適用を受けないときは、法附則第５条の４の２第６項（同

　

条第９項の規定により読み替えて適用される場合を含む。） に規定するとこ

　

ろにより控除すべき額を、当該納税義務者の第３４条の３及び第３４条の６の規

　

定を適用した場合の所得割の額から控除する。

２．３

　

［略］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合）

第１０条の２

　

［略］

２・３

　

［略］

４

　

法附則第１５条第２項第６号に規定する市町村の条例で定める割合は、４分

の３とする。

帆
ー

５・６

　

［略］

第７条の３

　

平成２０年度から平成２９年度までの各年度分の個人の市民税に限

　

り、 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき租税特別措置法第４１条又は

　

第４１条の２の２の規定の適用を受けた場合 （同法第４１条第１項に規定する居

　

住年 （次条において 「居住年」 という。） が平成１１年から平成１８年までの各

　

年である場合に限る。） においては、 法附則第５条の４第６項に規定すると

　

ころにより‐控除すべき額 （第３項において「市民税の住宅借入金等特別税額

　

控除額」 という。） を、当該納税義務者の第３４条の３及び第３４条の６の規定

　

を適用した場合の所得割の額から控除する‘

２・３

　

［略］

第７条の３の２

　

平成２２年度から平成４３年度までの各年度分の個人の市民税に

　

限り、所得割の納税義務者が前年分の所得税につき租税特別措置法第４１条又

　

は第４１条の２の２の規定の適用を受けた場合 （居住年が平成１１年から平成１８

　

年まで又は平成２１年から平成３３年までの各年である場合に限る。） において、

　

前条第１項の規定の適用を受けないときは、法附則第５条の４の２第６項（同

　

条第９項の規定により読み替えて適用される場合を含む。） に規定するとこ

　

ろにより控除すべき額を、 当該納税義務者の第３４条の３及び第３４条の６の規

　

定を適用した場合の所得割の額から控除する。

２・３

　

［略］

　

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合）

第１０条の２

　

［略］

２・３

　

［略］

４

　

法附則第１５条第２項第７号に規定する市町村の条例で定める割合は、４分

の３とする。

　

′

５

　

法附則第１５条第２９項に規定する市町村の条例で定める割合は、 ２分の１と

する。

６・７

　

［略］



　　

７・８

　

［略］

　　　　

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとする者が

　　　

すべき申告）

驚 第１０条の３ ［略］

　　

２～７

　

［略］

　　

８

　

法附則第１５条の９第９項の熱損失防止改修住宅又は同条第１０項の熱損失防

　　　

止改修専有部分について、 これらの規定の適用を受けようとする者は、 同条

　　　

第９項に規定する熱損失防止改修工事が完了した日から３月以内に、 次に掲

　　　

げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第９項各号に掲げる書類を

　　　

添付して市長に提出しなければならない。

　　　

（１）～（４） ［略］

　　　

（５） 熱損失防止改修工事に要した費用

　

（６） ［略］

９

　

［略］

　

（特別土地保有税の課税の特例）

８

　

法附則第１５条第３３項第１号イに規定する設備について同号に規定する市町

村の条例で定める割合は、 ３分の２とする。

９

　

法附則第１５条第３３項第１号口に規定する設備について同号に規定する市町

　

村の，条例で定める割合は、 ３分の２とする。

１０

　

法附則第１５条第３３項第２号イに規定する設備について同号に規定する市町

　

村の条例で定める割合は、 ２分の１とする。

１１

　

法附則第１５条第３３項第２号ロに規定する設備について同号に規定する市町

　

村の条例で定める割合は、 ２分の１とする。

１２

　

法附則第１５条第３３項第２号ハに規定する設備について同号に規定する市町

村の条例で定める割合は、 ２分の１とする。

１３・１４

　

［略］

　

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとする者が

　

すべき申告）

第１０条の３

　

［略］

２～７

　

［略］

８

　

法附則第１５条の９第９項の熱損失防止改修住宅又は同条第１０項の熱損失防

　

止改修専有部分について、これらの規定の適用を受けようとする者は、同条

　

第９項に規定する熱損失防止改修工事が完了した日から３月以内に、次に掲

　

げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第９項各号に掲げる書類を

　

添付して市長に提出しなければならない。

　

（１）～（４） ［略］

　

（５） 熱損失防止改修工事に要した費用及び令附則第１２条第３６項に規定する

　　

補助金等

　

（６） ［略］

９

　

［略］

　

（特別土地保有税の課税の特例）



　　

第１５条

　

［略］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第１５条

　

［略］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第１５条の２

　

軽自動車税 の環境性能割の賦課徴収は、 当分の間、 第１章第２節

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

の規定にかかわらず、 県が、 自動車税の環境性能割の賦課徴収の例により、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

行うものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（軽自動車税の環境性能割 の減免の特例）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第１５条の３

　

市長 は、 当分の間、 第８１条の８の規定にかかわらず、 県知事が自

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

動車税の環境性能割を減免する自動車に相当するものとして市長が定める三

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

輪以上の軽自動 車に対 しては、 軽自動車税の環境性能割を減免する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（軽自動車税の環境性能割 の申告納付の特例）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第１５条の４

　

第８１条の６の規定による申告納付については、 当分の間、 同条中

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

「市長」 とあるのは、 「県知事」 とする。

０１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（軽自動車税の環境性能割 に係る徴収取扱費の交付）

の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第１５条の５

　

市は、 県が軽自動車税の環境性能割の賦課徴収に関する事務を行

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

うために要する費用 を補償するため、 法附則第２９条の１６第１項に掲 げる金額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

の合計額 を、 徴収取扱費と して県に交付する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（軽自動 車税の環境性能割の税率の特例）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第１５条の６

　

営業用 の三輪以上の軽自動 車に対する第８１条の４の規定の適用 に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ついては、 当分の間、 次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ぬ。 は

　　　　

や

　

百 の

　　

に

　

げる字句と

　

る

２

　　　　　　　　　　　　　　

１００

　　

の ２

　　　　　　　　　　

１００

　

０＞

　

第３号

　　　　　　　　　

１００分の３

　　　　　　　　

１００分の２

２

　

自家用の三輪以上の軽自動車に対する第８１条の４（第３号に係る部分に限

　

る。） の規定の適用については、 同号中 「１００分の３」 とあるのは、
「１００分

の２」 とする。



０Ｉ

　

　

（軽自動車税の税率の特例）

第１６条

　

法附則第３０条第１項に規定する三輪以上の軽自動車に対する当該軽自

動車が初めて道路運送車両法第６０条第１項後段の規定による車両番号の指定

　

（以下この条において「初回車両番号指定」という。）を受けた月から起算し

　

て１４年を経過した月の属する年度以後の年度分の軽自動車税に係る第８２条の

規定の適用については、当分の間、 次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄

　

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

第８２条第２号ア ３，９００円 ４，‐６００円

６，９００円 ８，２００円

１０，８００円 １２，９００円

３，８００円 ４，５００円

５，０００円 ６，０００円

２

　

法附則第３０条第３項第１号及び第２号に規定する三輪以上の軽自動車に対

する第８２条の規定の適用については、 当該軽自動車が平成２７年４月１日から

平成２８年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合において、 平成

２８年度分の軽自動車税に限り、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲

げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

第８２条第２号ア ３，９００円 １，０００円

６，９００円 １，８００円

１０，８００円 ２，７００円

３，８００円 １，０００円

　

５，０００円 １，３００円

３

　

法附則第３０条第４項第１号及び第２号に規定する三輪以上の軽自動車（ガ

ソリンを内燃機関の燃料として用いるものに限る。 次項において同じ。） に対

する第８２条の規定の適用については、 当該軽自動車が平成２７年４月１日から

平成２８年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合において、 平成

２８年度分の軽自動車税に限り、 次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲

　

（軽自動車税の種別割の税率の特例）

第１６条

　

法附則第３０条第１項に規定する三輪以上の軽自動車に対する当該軽自

　

動車が最初の法第４４４条第３項に規定する車両番号の指定（以下この条におい

　

て「初回車両番号指定」という。）を受けた月から起算して１４年を経過した月

　

の属する年度以後の年度分の軽自動車税の種別割に係る第８２条の規定の適用

　

については、当分の間、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲

　

げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

第２号ア（イ） ３，９００円 ４，６００円

第２号ア（ウ）ａ ６，９００円 ８，２００円

１０，８００円 １２，９００円

第２号ア（ウ）ｂ ３，８００円 ４，５００円

５，０００円 ６，０００円

２

　

法附則第３０条第３項第１号及び第２号に掲げる三輪以上の軽自動車に対す

る第８２条の規定の適用については、 当該軽自動車が平成２８年４月１日から平

成２９年３月３エ日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には、 平成２９年度

分の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の

中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

第２号ア（イ） ３，９００円 １，０００円

第２号ア（ウ）ａ ６，９００円 １，８００円

１０，８００円 ２，７００円

第２号ア（ウ）ｂ ３，８００円 １，０００円

　　　　　　　　　　　　　　　　

・
５，０００円 １，３００円

３

　

法附則第３０条第４項第１号及び第２号に掲げる法第４４６条第１項第３号に

規定するガソリン軽自動車 （以下この項及び次項において「ガソリン軽自動

車」という。）のうち三輪以上のものに対する第８２条の規定の適用については、

当該ガソリン軽自動車が平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの間に

初回車両番号指定を受けた場合には、平成２９年度分の軽自動車税の種別割に



帆
　　

げる字句は、 それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

４

第８２条第２号ア ３，９００円 ２，０００円

　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　

ｒ

６，９００円 ３，５００円

１０，８００円 ５，４００円

３，８００円 １，９００円

５，０００円 ２，５００円

　

法附則第３０条第５項第１号及び第２号に規定する三輪以上の軽自動車（前

項の規定の適用を受けるものを除く。）に対する第８２条の規定の適用について

は、 当該軽自動車が平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの間に初回

車両番号指定を受けた場合において、平成２８年度分の軽自動車税に限り、次

の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄

に掲げる字句とする。

第８２条第２号ア ３，９００円 ３，０００円

６，９００円 ５，２００円

１０，８００円 ８，１００円

　　　　

３，８００円 ２，９００円

５，０００円 ３，８００円

限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

第２号ア（イ） ３，９００円 ２，０００円

第２号ア（ウ）ａ ６，９００円 ３，５００円

１０，８００円 ５，４００円

第２号ア（ウ）ｂ ３，８００円 １，９００円

５，０００円 ２，５００円

４

　

法附則第３０条第５項第１号及び第２号に掲げるガソリン軽自動車のうち三

輪以上のもの（前項の規定の適用を受けるものを除く。）に対する第８２条の規

定の適用については、 当該軽自動車が平成２８年４月１日から平成２９年３月３１

　

日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には、 平成２９年度分の軽自動車

税の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

第２号ア（イ） ３，９００円 ３，０００円

第２号ア（ウ）ａ ６，９００円 ５，２００円

　　　　　　　　　　　　　　　　　

、 １０，８００円 ８，１００円

第２号ア（ウ）ｂ ３，８００円 ２，９００円

５，０００円 ３，８００円

　

（特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個人の市民税の課税の特例）

第２０条の４・

　

所得割の納税義務者が支払を受けるべき外国居住者等の所得に

　

対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和３７年法律第１４４

　

号。以下「外国居住者等所得相互免除法」という。）第８条第２項に規定する

　

特例適用利子等、外国居住者等所得相互免除法第１２条第５項に規定する特例

　

適用利子等又は外国居住者等所得相互免除法第１６条第２項に規定する特例適

　

用利子等については、 第３３条及び第３４条の３の規定にかかわらず、他の所得

　

と区分し、その前年中の外国居住者等所得相互免除法第８条第２項 （外国居

　

住者等所得相互免除法第１２条第５項及び第１６条第２項において準用する場合



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

を含む。） に規定する特例適用利子等の額 （以下この項において 「特例適用利

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

子等の額」 という。） に対 し、 特例適用利子等の額 （次項第１号の規定により

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

読み替えられた第３４条の２の規定の適用がある場合 には、その適用後の金額）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

に１００分の３の税率を乗じて計算した金額に相当する市民税の所得割を課す

　　　　　　　　　　　　　

＆

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２

　

前項の規定の適用がある場合には、 次に定めるところによる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１）・ 第３４条の２の規定の適用 については、 同条中 「総所得金額」 とあるの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

は、「総所得金額、附則第２０条の４第１項に規定する特例適用利子等の額」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

と す る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（２）

　

第３４条の６から第３４条の８まで、 第３４条の９第１項並びに附貝－」第７条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第１項、 第７条の３第１項及び第７条の３の２第１項の規定の適用 につ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

いて は、 第３４条の６中 「所得割の額」 とあるのは
「所得割の額及び附則

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第２０条の４第１項の規定による市民税の所得割の額」 と、 第３４条の７第

０１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１項前段、 第３４条の８、 第３４条の９第１項並びに附則第７条第１項、 第

の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

７条の３第１項及 び第７条の３の２第１項中 「所得割の額」 とあるのは

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

「所得割 の額並びに附則第２０条の４第１項の規定による市民税の所得割

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

の額」 と、 第３４条の７第１項後段中
「所得割の額」 とあるのは 「所得割

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

の額及 び附則第２０条の４第１項の規定による市民税の所得割の額の合計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

額」 と す る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（３） 第３５条の規定の適用については、 同条中「又は山林所得金額」 とある

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

の は 「若 しく は山林所得金額又は附則第２０条の４第１項に規定する特例

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

適用利子等の額」 と、「若 しく は山林所得金額上 とあるのは
「若 しく は山

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

林所得金額若しくは外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

等の非課税等 に関する法律 （昭和３７年法律第１４４号） 第７条第１０項 （同法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第１１条第８項及 び第１５条第１４項において準用する場合を含む。）に規定す

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

る特定対象利子に係る利子所得の金額、 同法第７条第１２項 （同法第１１条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第９項及 び第１５条第１５項において準用する場合を含む。）に規定する特定



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

対象収益分配に係る配当所得の金額、 同法第７条第１６項 （同法第１１条第

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１１項及 び第１５条第１７項において準用 する場合を含む。） に規定する特定対

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

象懸賞金等に係る一時所得の金額若 しく は同法第７条第１８項 （同法第１１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

条第１２項及び第１５条第１８項において準用する場合を含む。） に規定する特

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

定対象給付補填金等に係る雑所得等の金額」 とする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（４） 附則第５条の規定の適用については、 同条第１項中「山林所得金額」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

と あるの は 「山林所得金額並びに附則第２０条の４第１項に規定する特例

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

適用利子等の額」 と、 同条第２項中 「所得割の額」 とあるの は 「所得割

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

の額並びに附則第２０条の４第１項の規定による市民税の所得割の額」 と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

す る。
一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３

　

所得割の納税義務者が支払を受けるべき外国居住者等所得相互免除法第８

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

条第４項に規定する特例適用配当等、外国居住者等所得相互免除法第１２条第

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

６項に規定する特例適用配当等又は外国居住者等所得相互免除法第１６条第３

０ｔ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

項に規定する特例適用配当等 （次項におし、て 「特例適用 配当等」 という。） に

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ついては、第３３条第３項及び第４項の規定は適用 しない。この場合 において、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

当該特例適用配当等について は、 同条及び第３４条の３の規定にかかわらず、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

他の所得と区分し、 その前年中の外国居住者等所得相互免除法第８条第４項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（外国居住者等所得相互免除法第１２条第６項及び第１６条第３項において準

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

用する場合を含む “こ規定する特例適用配当等の額（以下この項において「特

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

例適用 配当等の額」 という。） に対 し、 特例適用配当等の額 （第５項第１号の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

規定により読み替えられた第３４条の２の規定の適用がある場合には、その適

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

用後の金額） に１００分の３の税率を乗 じて計算 した金額に相当する市民税の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所得割 を課する

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４

　

前項後段の規定は、 特例適用配当等に係る所得が生じた年の翌年の４月１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

日の属する年度分の第３６条の２第１項の規定による申告書 （その提出期限ま

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

でに提出されたもの及びその提出期限後において市民税の納税通知書が送達

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

される時ま でに提出されたものに限り、その時ま でに提出された第３６条の３



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第１項に規定する確定申告書を含む。）に前項後段の規定の適用を受けようと

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

する旨の記載があるとき （これらの申告書にその記載がないことにつ いてや

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

むを得ない理由があると市長が認めるときを含む。） に限り、 適用する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５

　

第３項後段の規定の適用がある場合には、 次に定めるところによる

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１） 第３４条の２の規定の適用については、同条中「総所得金額」とあるの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

は、 「総所得金額、 附則第２０条の４第３項後段に規定する特例適用 配当

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

等の額」 とする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（２） 第３４条の６から第３４条の８まで、第３４条の９第１項並びに附則第７

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

条第１項、 第７条の３第１項及び第７条の３の２第１項の規定の適用 に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ついては、 第３４条の６中 「所得割の額」 とあるのは 「所得割の額及 び附

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

則第２０条の４第３項後段の規定による市民税の所得割の額」 と、 第３４

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

条の７第１項前段、 第３４条の８、 第３４条の９第１項並びに附則第７条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第１項、 第７条の３第１項及 び第７条の３の２第１項中 「所得割の額」

帆

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

とあるのは「所得割の額並びに附則第２０条の４第３項後段の規定による

の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

市民税の所得割の額」 と、 第３４条の７第１項後段中 「所得割の額」 とあ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

るのは「所得割 の額及 び附則第２０条の４第３項後段の規定による市民税

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

の所得割 の額の合計額」 とする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（３） 第３５条の規定の適用については、同条中「又は山林所得金額」とある

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

の は「若 しく は山林所得金額又は附則第２０条の４第３項後段 に規定する

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

特例適用 配当等の額」 と、「若 しく は山林所得金額」 とあるのは 「若 しく

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

は山林所得金額若しくは外国居住者等の所得に対する相互主義による所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

得税等の非課税等に関する法律 （昭和３７年法律第１４４号） 第７条第 １４

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

項 （同法第１１条第 １０項及び第１５条第１６項において準用する場合を含

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

む ）に規定する申告不要特定対象配当等に係る利子所得の金額若しくは

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

配当所得の金額」 とする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（４） 附則第５条の規定の適用については、同条第１項中 「山林所得金額」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

とあるのは「山林所得金額並 びに附則第２０条の４第３項後段に規定する



（条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人の市民税の課税の特例）

　　

第２０条の４

　

所得割の納税義務者が支払を受けるべき租税条約等の実施に伴う

　　　

所得税法、 法人税法及び地方税法の特例等に関する法律 （昭和４４年法律第４６

　　　

号。 以下 「租税条約等実施特例法」 という。） 第３条の２の２第１０項に規定

　　　

する条約適用利子等については、第３３条及び第３４条の３の規定にかかわらず、

　　　

他の所得と区分し、その前年中の同項に規定する条約適用利子等の額 （以下

　　　

この項において 「条約適用利子等の額」 という。） に対し、 条約適用利子等

　　　

の額 （次項第１号の規定により読み替えられた第３４条の２の規定の適用があ

　　　

る場合には、その適用後の金額） に１００分の５の税率から同法第３条の２の２

　　　

第１項に規定する限度税率 （第３項において 「限度税率」 という。） を控除

鎖

　　　

して得た率に５分の３を乗じて得た率 （当該納税義務者が同条第３項の規定

〇

　　　

の適用を受ける場合には、１００分の３の税率）を乗じて計算した金額に相当す

　　　

る市民税の所得割を課する。

２

　

前‐項の規定の適用がある場合には、 次に定めるところによる。

（１） 第３４条の２の規定の適用については、同条中 「総所得金額」 とあるの

　

は、 「総所得金額、附則第２０条の４第１項に規定する条約適用利子等の

　

額」 とする。

（２） 第３４条の６から第３４条の８まで、 第３４条の９第１項、 附則第７条第１

　

項、 附貝－ｉ第７条の３第１項及び附則第７条の３の２第１項の規定の適用

　

については、第３４条の６中「所得割の額」 とあるのは「所得割の額及び

　

附則第２０条の４第１項の規定による市民税の所得割の額」 と、 第３４条の

　

７第１項前段、 第３４条の８、 第３４条の９第１項、 附則第７条第１項、 附

　

則第７条の３第１項及び附則第７条の３の２第１項中 「所得割の額」 と

　

あるのは「所得割の額並びに附則第２０条の４第１項の規定による市民税

　　

特例適用配当等の額」 と、 同条第２項中「所得割の額」 とあるのは「所

　　

得割の額並びに附則第２０条の４第３項後段の規定による市民税の所得

　　

割の額」 とする。

　

（条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人の市民税の課税の特例）

第２０条の５

　

所得割の納税義務者が支払を受けるべき租税条約等の実施に伴う

　

所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律 （昭和４４年法律第４６

　

号。 以下 「租税条約等実施特例法」 というｏ

　

） 第３条の２，の２第１０項に規定

　

する条約適用利子等については、第３３条及び第３４条の３の規定にかかわらず、

　

他の所得と区分し、その前年中の同項に規定する条約適用利子等の額 （以下

　

この項において 「条約適用利子等の額」 という。） に対し、条約適用利子等

　

の額・（次項第１号の規定により読み替えられた第３４条の２の規定の適用があ

　

る場合には、その適用後の金額）に１００分の５の税率から租税条約等実施特例

　

法第３条の２の２第１項に規定する限度税率（第３項において 「限度税率」

　

という。） を控除して得た率に５分の３を乗じて得た率 （当該納税義務者が

　

同条第３項の規定の適用を受ける場合には、１００分の３の税率） を乗じて計算

　

した金額に相当する市民税の所得割を課する。

２

　

前項の規定の適用がある場合には、 次に定めるところによる。

　

（１） 第３４条の２の規定の適用については、同条中「総所得金額」 とあるの

　　　

は、 「総所得金額、 附則第２０条の５第１項に規定する条約適用利子等の

　　

額」 とする。

　

（２） 第３４条の６から第３４条の８まで、 第３４条の９第１項並びに附則第７条

　　

第１項、 附則第７条の３第１項及び附則第７条の３の２第１項の規定の

　　

適用については、 第３４条の６中 「所得割の額」 とあるのは 「所得割の額

　　

及び附則第２０条の－５第１項の規定による市民税の所得割の額」 と、 第３４

　　　

条の７第１項・前段、 第３４条の８、 第３４条の９第１項並びに附則第７条第

　　　

１項、 第７条の３第１項及び第７条の３の２第１項中 「所得割の額」 と

　　　

あるのは「所得割の額並びに附則第２０条の５第１項の規定による市民税



　

の所得割の額」 と、 第３４条の７第１項後段中 「所得害－」の額」 とあるのは

　　

「所得割の額及び附則第２０条の４第１項の規定による市民税の所得割の

　

額の合計額」 とする。

（３） 第３５条の規定の適用については、 同条中「又は山林所得金額」 とある

　

のは「若しくは山林所得金額又は附則第２０条の４第１項に規定する条約

　

適用利子等の額」 と、 「若しくは山林所得金額」 とあるのは「若しくは

　

山林所得金額若しくは租税条約等実施特例法第３条の２第１６項に規定す

　

る特定利子に係る利子所得の金額、 同条第１８項に規定する特定収益分配

　

に係る配当所得の金額、 同条第２２項に規定する特定懸賞金等に係る一時

　

所得の金額若しくは同条第２４項に規定する特定給付補てん金等に係る雑

　

所得等の金額」 とする。

（４） 附則第５条の規定の適用については、 同条第１項中「山林所得金額」

の

　　　　　

とあるのは「山林所得金額並びに附則第２０条の４第１項に規定する条約
〇

　　　　　

適用利子等の額」 と、 同条第２項中 「所得割の額」 とあるのは 「Ｅ所得割

　　　　　

の額並びに附則第２０条の４第１項の規定による市民税の所得割の額」 と

　　　　

する。

３

　

所得割の納税義務者が支払を受けるべき租税条約等実施特例法第３条の２

の２第１２項に規定する条約適用配当等 （次項において「条約適用配当等」 と

いう。） については、 第３３条第３項及び第４項の規定は適用しない。 この場

合において、当該条約適用配当等については、第３３条及び第３４条の３の規定

にかかわらず、 他の所得と区分し、その前年中の同法第３条の２の２第１２項

に規定する条約適用配当等の額（以下この項において「条約適用配当等の額」

という。） に対し、条約適用配当等の額 （第５項第１号の規定により読み替

えられた第３４条の２の規定の適用がある場合には、 その適用後の金額） に１００

分の５の税率から限度税率を控除して得た率に５分の３を乗じて得た率 （当

該納税義務者が同法第３条の２の２第３項の規定の適用を受ける場合には、

　　

の所得割の額」 と、 第３４条の７第１項後段中 「所得割の額」 とあるのは

　　　

「所得割の額及び附則第２０条の５第１項の規定による市民税の所得割の

　　

額の合計額」 とする。

（３） 第３５条の規定の適用については、同条中「又は山林所得金額」 とある

　　

のは「若しくは山林所得金額又は附則第２０条の５第１項に規定する条約

　　

適用利子等の額」 と、 「若しくは山林所得金額」 とあるのは 「若しくは

　　

山林所得金額若しくは租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び

　　

地方税法の特例等に関する法律 （昭和４４年法律第４６号） 第３条の２第１６

　　

項に規定する特定利子に係る利子所得の金額、同条第１８項に規定する特

　　

定収益分配に係る配当所得の金額、同条第２２項に規定する特定懸賞金等

　　

に係る一時所得の金額若しくは同条第２４項に規定する特定給付補填金等

　　

に係る雑所得等の金額」 とする。

（４） 附則第５条の規定の適用については、同条第１項中「山林所得金額」

　　

とあるのは「山林所得金額並びに附則第２０条の５第１項に規定する条約

　　

適用利子等の額」 と、 同条第２項中 「所得割の額」 とあるのは 「所得割

　　

の額並びに附則第２０条の５第１項の規定による市民税の所得割の額」 と

　　

する。

３

　

所得割の納税義務者が支払を受けるべき租税条約等実施特例法第３条の２

の２第１２項に規定する条約適用配当等（次項において「条約適用配当等」 と

いう。） については、 第３３条第３項及び第４項の規定は適用しない。 この場

合において、 当該条約適用配当等については、同条及び第３４条の３の規定に

かかわらず、他の所得と区分し、その前年中の租税条約等実施特例法第３条

の２の２第１２項に規定する条約適用配当等の額（以下この項において 「条約

適用配当等の額」 という。） に対し、条約適用配当等の額 （第５項第１号の

規定により読み替えられた第３４条の２の規定の適用がある場合には、その適

用後の金額）に１００分の５の税率から限度税率を控除して得た率に５分の３を

乗じて得た率（当該納税義務者が租税条約等実施特例法第３条の２の２第３



１００分の３の税率） を乗じて計算した金額に相当する市民税の所得割を課す

る。

５

４ ［略］

第３項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。

　　　

（１） 第３４条の２の規定の適用については、同条中「総所得金額」とあるの

　　　　　

は、 「総所得金額、 附則第２０条の４第３項に規定する条約適用配当等の

　　　　　

額」 とする。

　　　

（２） 第３４条の６から第３４条の８まで、 第３４条の９第１項、 附則第７条第１

　　　　　

項、 附則第７条の３第１項及び附則第７条の３の２第１項の規定の適用

　　　　　

については、 第３４条の６中 「所得割の額」 とあるのは 「所得割の額及び

　　　　　

附則第２０条の４第３項の規定による市民税の所得割の額」 と、 第３４条の

　　　　　

７第１項前段、 第３４条の８、 第３４条の９第１項、 附則第７条第１項、 附

　　　　　

則第７条の３第１項及び附則第７条の３の２第１項中 「所得割の額」 と
′の

　　　　　

あるのは 「所得割の額並びに附則第２０条の４第３項の規定による市民税
一

　　　　　

の所得割の額」 と、 第３４条の７第１項後段中 「所得割の額」 とあるのは

　　　　　　

「所得割の額及び附則第２０条の４第３項の規定による市民税の所得割の

　　　　　

額の合計額」 と、 第３４条の９第１項中 「第３３条第４項」 とあるのは 「附

　　　　　

則第２０条の４第４項」 とする。

　　　

（３） 第３５条の規定の適用については、同条中「又は山林所得金額」 とある

　　　　　

のは 「若しくは山林所得金額又は附則第２０条の４第３項に規定する条約

　　　　　

適用配当等の額」 と、 「若しくは山林所得金額」 とあるのは 「若しくは

　　　　　

山林所得金額若しくは租税条約等実施特例法第３条の２第２０項に規定す

　　　　　

る申告不要特定配当等に係る利子所得の金額又は配当所得の金額」 とす

　　　　　

る。

（４） 附則第５条の規定の適用については、同条第１項中「山林所得金額」

　

とあるのは「山林所得金額並びに附則第２０条の４第３項に規定する条約

項の規定の適用を受ける場合には、１００分の３の税率）を乗じて計算した金額

に相当する市民税の所得割を課する。

４

　

［略］

５

　

第３項後段の規定の適用がある場合には、 次に定めるところによる。

　

（１） 第３４条の２の規定の適用については、同条中「総所得金額」 とあるの

　　

は、 「総所得金額、 附則第２０条の５第３項後段に規定する条約適用配当

　　

等の額」 とする。

　

（２） 第３４条の６から第３４条の８まで、 第３４条の９第１項並びに附則第７条

　　

第１項、 第７条の３第１項及び第７条の３の２第１項の規定の適用につ

　　

いては、 第３４条の６中 「所得割の額」 とあるのは 「所得割の額及び附則

　　

第２０条の５第３項後段の規定による市民税の所得割の額」 と、 第３４条の

　　

７第１項前段、第３４条の８、第３４条の９第１項並びに附則第７条第１項、

　　

第７条の３第１項及び第７条の３の２第１項中 「所得割の額」 とあるの

　　

は「所得割の額並びに附則第２０条の５第３項後段の規定による市民税の

　　

所得割の額」と、第３４条の７第１項後段中「所得割の額」とあるのは「所

　　

得割の額及び附則第２０条の５第３項後段の規定による市民税の所得割の

　　

額の合計額」 とする。

（３） 第３５条の規定の適用については、 同条中「又は山林所得金額」 とある

　

のは「若しくは山林所得金額又は附則第２０条の５第３項後段に規定する

　

条約適用配当等の額」 と、 「若しくは山林所得金額」とあるのは「若し

　

くは山林所得金額若しくは租税条約等の実施に伴う所得税法、 法人税法

　

及び地方税法の特例等に関する法律 （昭和４４年法律第４６号） 第３条の２

　

第２０項に規定する申告不要特定配当等に係る利子所得の金額若しくは配

　

当所得の金額」 とする。

（４） 附則第５条の規定の適用については、同条第１項中「山林所得金額」

　

とあるのは「山林所得金額並びに附則第２０条の５第３項後段に規定する



適用配当等の額」 と、 同条第２項中 「所得割の額」 とあるのは「所得割

の額並びに附則第２０条の４第３項の規定による市民税の所得割の額」 と

する。

６

　

租税条約等実施特例法第３条の２の２第１項の規定の適用がある場合 （第

　

３項後段の規定の適用がある場合を除く。） における第３４条の９の規定の適

　

用については、 同条第１項中 「又は同条第６項」 とあるのは 「若しくは附則

　

第２０条の４第３項に規定する条約適用配当等 （以下「条約適用配当等」 とい

　

う。） に係る所得が生じた年の翌年の４月１日の属する年度分の第３６条の２

　

第１項の規定による申告書（その提出期限後において市民税の納税通知書が

　

送達される時までに提出されたもの及びその時までに提出された第３６条の３

　

第１項の確定申告書を含む。） にこの項の規定の適用を受けようとす・る旨及

　

び当該条約適用配当等に係る所得の明細に関する事項の記載がある場合 （こ

　

れらの申告書にこれらの記載がないことについてやむを得ない理由があると

　

市長が認めるときを含む。） であって、当該条約適用配当等に係る所得の金

　

額の計算の基礎となった条約適用配当等の額について租税条約等の実施に伴

　

う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律 （昭和４４年法律第

　

４６号。 以下 「租税条約等実施特例法」 という。） 第３条の２の２第１項の規

　

定及び法第２章第１節第５款の規定により配当割額を課されたとき、又は第

　

３３条第６項」 と、 同条第３項中 「法第３７条の４」 とあるのは 「租税条約等実

　

施特例法第３条の２の２第９項の規定により読み替えて適用される法第３７条

の４」 とする。

　

（保険料に係る個人の市民税の課税の特例）

第２０条の５

　　

［略］

　　

条約適用配当等の額」 と、同条第２項中「所得割の額」 とあるのは「所

　　

得割の額並びに附則第２０条の５第３項後段の規定による市民税の所得割．

　　

の額」 とする。

６

　

租税条約等実施特例法第３条の２の２第１項の規定の適用がある場合（第

３項後段の規定の適用がある場合を除く。） における第３４条の９の規定の適

用については、 同条第１項中 「又は同条第６項」 とあるのは 「若しくは附則

第２０条の５第３項前段に規定する条約適用配当等 （以下「条約適用配当等」

という。） に係る所得が生じた年の翌年の４月１日の属する年度分の第３６条

の２第１項の規定による申告書（その提出期限後において市民税の納税通知

書が送達される時までに提出されたもの及びその時までに提出された第３６条

の３第１項の確定申告書を含む。） にこの項の規定の適用を受けようとする

旨及び当該条約適用配当等に係る所得の明細に関する事項の記載がある場合

　

（これらの申告書にこれらの記載がないことについてやむを得ない理由があ

ると市長が認めるときを含む。） であって、当該条約適用配当等に係る所得

の金額の計算の基礎となった条約適用配当等の額について租税条約等の実施

に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律 （昭和４４年法

律第４６号。 以下 「租税条約等実施特例法」 という。） 第３条の２の２第１項

の規定及び法第２章第１節第５款の規定により配当割額を課されたとき、又

は第３３条第６項」 と、 同条第３項中 「法第３７条の４」 とあるのは 「租税条約

等実施特例法第３条の２の２第９項の規定により読み替えて適用される法第

３７条の４」 とする。

　

（保険料に係る個人の市民税の課税の特例）

第２０条の６

　　

［略］

　

附

　

則

　

（施行期日）

第１条

　

この条例は、 公布の日から施行する。 ただし、 次の各号に掲げる規定は、 当該各号に定める日から施行する。

　

（１）

　

日向市税賦課徴収条例第１９条の改正規定 （次号に掲げる部分を除く。） 並びに同条例第４３条、 第４８条及び第５０条の改正規定並びに同条例附則第



　　　　　

２０条の５を附則第２０条の６とする改正規定並びに同条例附則第２０条の４を改め、 同条を附則第２０条の５とし同条例附貝１」第２０条の３の次に１条を

　　　　　

加える規定並びに次条第１項及び第４項の規定並びに附貝１」第６条の改正規定（「、 新条例」 を「、日向市税賦課徴収条例」 に、「掲げる新条例」 を「掲

　　　　

げる同条例」 に改める部分及び同項の表第１９条第３号の項中 「第４８条第１項の申告書 （法第３２１条の８第２２項及び第２３項の申告書を除く。）、」 を

　　　　

・削る部分に限る。） 平成２９年１月１日

　　　

（２）

　

日向市税賦課徴収条例第１８条の３の改正規定、 同条例第１９条の改正規定 （「）、 第５３条の７、 第６７条」 の下に 「、 第８１条の６第１項」 を加える

　　　　

部分、 同条第２号中 「第９８条第１項」 を 「第８１条の６第１項の申告書、 第９８条第１項」 に改める部分及び同条第３号中 「第９８条第１項」 を 「第

　　　　

８１条の６第１項の申告書、第９８条第１項」に改める部分に限る。）、同条例第３４条の４及び第８０条の改正規定、同条例第８０条の２を削る改正規定、

　　　　

同条例第８１条の改正規定、 同条の次に７条を加える改正規定、 同条例第８２条、 第８３条、 第８５条及び第８７条から第９１条までの改正規定並びに同

　　　　　

条例附貝１」第 １５条の次に５条を加える改正規定及び同条例附則第１６条の改正規定並びに次条第３項及び附則第４条の規定並びに附則第５条の規定並

　　　　

びに附則第６条中日向市税賦課徴収条例等の一部を改正する条例 （平成２７年日向市条例第２４号） 附則第６条第７項の表第１９条第３号の項の改正規

　　　　

定 （「第９８条第１項」 を 「第８１条の６第１項の申告書、 第９８条第１項」 に改める部分に限る。） 平成２９年４月１日

　　　

（３）

　

日向市税賦課徴収条例附則第６条の改正規定及び次条第２項の規定

　

平成３０年１月１日

　　　

（市民税に関する経過措置）

の

　

第２条

　

改正後の日向市税賦課徴収条例 （以下 「新条例」 という。） 第４３条第４項の規定は、 前条第１号に掲げる規定の施行の日以後に新条例第４３条第２

の

　　

項に規定する納期限が到来する個人の市民税に係る延滞金について適用する。

　　

２

　

新条例附則第６条の規定は、 平成３０年度以後の年度分の個人の市民税について適用する。

　　

３

　

新条例第３４条の４の規定は、平成３１年１０月１日以後に開始する事業年度分の法人の市民税及び同日以後に開始する連結事業年度分の法人の市民税に

　　

ついて適用し、同日前に開始した事業年度分の法人の市民税及び同日前に開始した連結事業年度分の法人の市民税については、なお従前の例による。

　　

４

　

新条例第４８条第５項及び第５０条第４項の規定は、 前条第１号に掲げる規定の施行の日以後に新条例第４８条第３項又は第５０条第２項に規定する納期

　　

限が到来する法人の市民税に係る延滞金について適用する。

　　

５

　

新条例附則第２０条の４の規定は、 平成２９年１月１日以後に支払を受けるべき外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関す

　　

る法律 （昭和３７年法律第１４４号） 第８条第２項に規定する特例適用利子等、 同法第１２条第５項に規定する特定適用利子等若しくは同法第１６条第２項に

　　

規定する特例適用利子等又は同法第８条第４項に規定する特例適用配当等、同法第１２条第６項に規定する特例適用配当等若しくは同法第１６条第３項に

　　

規定する特例適用配当等に係る個人の市民税について適用する。

　　　

（固定資産税に関する経過措置）

　

第３条

　

別段の定めがあるものを除き、 新条例の規定中固定資産税に関する部分は、 平成２８年度以後の年度分の固定資産税について適用し、 平成２７年度分

　　

までの固定資産税については、 なお従前の例による。

　　

２

　

新条例附則第１０条の２第５項の規定は、 平成２８年４月１日以後に新たに取得され、 又は改良される地方税法等の一部を改正する等の法律 （平成２８年法



　　　

律第１３号） 第１条の規定による改正後の地方税法 （昭和２５年法律第２２６号。 以下 「新法」 という。） 附則第１５条第２９項に規定する償却資産に対して課する

　　　

平成２９年度以後の年度分の固定資産税について適用する。

　　

３

　

新条例附則第１０条の２第８項の規定は、 平成２８年４月１日以後に新たに取得される新法附則第１５条第３３項第１号イに規定する設備に対して課する平
成

　　　

２９年度以後の年度分の固定資産税について適用する。

　　

４

　

新条例附則第１０条の２第９項の規定は、 平成２８年４月１日以後に新たに取得される新法附則第１５条第３３項第１号口に規定する設備に対
して課する平成

　　　

２９年度以後の年度分の固定資産税について適用する。

　　

５

　

新条例附則第１０条の２第１０項の規定は、 平成２８年４月１日以後に新たに取得される新法附則第１５条第３３項第２号イに規定する設備に対して課する
平成

　　　

２９年度以後の年度分の固定資産税について適用する。

　　

６

　

新条例附則第１０条の２第１１項の規定は、 平成２８年４月１日以後に新たに取得される新法附則第１５条第３３項第２号ロに規定する設備に対して課する
平成

　　　

２９年度以後の年度分の固定資産税について適用する。

　　

７

　

新条例附則第１０条の２第１２項の規定は、 平成２８年４月１日以後に新たに取得される新法附則第１５条第３３項第２号ハに規定する設備に対して課す
る平成

　　　

２９年度以後の年度分の固定資産税について適用する。

　　

８

　

新条例附則第１０条の３第８項第５号の規定は、 平成２８年４月１日以後に改修される新法附則第１５条の９第９項に規定する熱損失防止改修住
宅又は同条

の

　　

第１０項に規定する区分所有に係る家屋に対して課する平成２９年度以後の年度分の固定資産税について適用する。

心

　　

（軽自動車税に関する経過措置）

　　

第４条

　

新条例の規定中軽自動車税の環境性能割に関する部分は、 平成３１年１０月１日以後に取得された三輪以上の軽自動車に対して課する軽自動車税の環

　　　

境性能割について適用する。
ノ

　

２

　

新条例の規定中軽自動車税の種別割に関する部分は、 平成３２年度以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し、平成３１年度分までの軽自動車

　　　

税については、 なお従前の例による。

　　　

（日向市税賦課徴収条例の一部を改正する条例の一部改正）

　　

第５条

　

日向市税賦課徴収条例の一部を改正する条例 （平成２６年日向市条例第５３号） の一部を次のように改正する。

　　　

附則第６条中「軽自動車税」 の下に「の種別割」 を加え、 「新条例第８２条及び新条例」 を「日向市税賦課徴収条例第８２条及び」 に改め、
「左欄に掲げる」

　　　

の下に 「同条例の」 を加え、 同条の表を次のように改める。

第８２条第２号ア（イ） ３，９００円 ３，１００円

第８２条第２号ア（ウ）ａ ６，９００円 ５，５００円

１０，８００円 ７，２００円

第８２条第２号ア（ウ）ｂ ３，８００円 ３，０００円

５，０００円 ４，０００円



第８２条第２号イ（イ） ５，９００円 ４，７００円

附則第１６条第１項 第８２条 日向市税賦課徴収条例の一部を改正する条例（平成２６年日向市条例第５３号。以下この条において「平成２６年改

正条例」 という。） 附則第６条の規定により読み替えて適用される第８２条

附則第１６条第１項の表第２号ア（イ）

の項

　　　　

‐

第２号ア（イ） 平成２６年改正条例附則第６条の規定により読み替えて適用される第８２条第２号ア（イ）

３，９００円 ３，１００円

附則第１６条第１項の表第２号ア（ウ）

ａの項

第２号ア（ウ）ａ 平成２６年改正条例附則第６条の規定により読み替えて適用される第８２条第２号ア（ウ）ａ

６，９００円 ５，５００円

１０，８００円 ７，２００円

附則第１６条第１項の表第２号ア（ウ）

ｂの項

第２号ア（ウ）ｂ 平成２６年改正条例附則第６条の規定により読み替えて適用される第８２条第２号ア（ウ）ｂ

３，８００円 ３，０００円

５，０００円 ４，０００円

条第２号イ（ア） ４００円

　　　　

１，６００円

　　　

（日向市税賦課徴収条例等の一部を改正する条例の一部改正）
の

　

第６条

　

日向市税賦課徴収条例等の一部を改正する条例 （平成２７年日向市条例第２４号） の一部を次のように改正する。
鎖

　　

附則第６条第３項の表第９８条第１項の項中 「第１条の規定」 を削り、 同条第７項中 「、 新条例」 を 「、 日向市税賦課徴収条例」 に、 「掲げる新条例」 を

　　

「掲げる同条例」 に改め、 同項の表第１９条第３号の項中 「第４８条第１項の申告書 （法第３２１条の８第２２項及び第２３項の申告書を除く。）、」 を削り、 「第９８

　　

条第１項」 を 「第８１条の６第１項の申告書、 第９８条第１項」 に改め、 同表第１００条の２の項中 「第１００条の２」 を 「第１００条の２第１項」 に改め、 同条第１０項

　　

の表第７項の表以外の部分の項中 「第４項」 を 「第４項の」 に、 「第９項」 を 「第９項の」 に、 「から」 を 「同項から前項まで」 に、 「、 第５項及び」 を

　　

「同項、 第５項及び前項」 に改め、 同表第７項の表第１００条の２の項の項中「第１００条の２」 を 「第１００条の２第１項」 に改め、 同条第１２項の表第７項の表以

　　

外の部分の項中 「第４項」 を 「第４項の」 に、 「第１１項」 を 「第１１項の」 に、 「から」 を 「同項から前項まで」 に、 「、 第５項及び」 を 「同項、 第５項及

　　

び前項」に改め、同表第７項の表第１００条の２の項の項中「第１００条の２」を「第１００条の２第１項」に改め、同条第１４項の表第７項の表以外の部分の項中「第

　　

４項」 を 「第４項の」 に、 「第１３項」 を 「第１３項の」 に、 「から」 を 「同項から前項まで」 に、 「、 第５項及び」 を 「同項、 第５項及び前項」 に改め、 同

　　

表第７項の表第１００条の２の項の項中 「第１００条の２」 を 「第１００条の２第１項」 に改める。

平成２８年１１月 ２５日

　

提出

　

日向市長

　

十 屋

　

幸

　

平



議案第８４号

日向市国民健康保険税条例の一部を改正する条例

日向市国民健康保険税条例 （昭和３３年日向市条例第１５号） の一部を次のように改正する。
次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後

附

　

則

　

附

　

則

　

（特例適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例）

１４

　

世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世

　

帯所属者が外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等

　

に関する法律（昭和３７年法律第１４４号）第８条第２項に規定する特例適用利子

　

等、 同法第１２条第５項に規定する特例適用利子等又は同法第１６条第２項に規

　

定する特例適用利子等に係る利子所得、
．配当所得、譲渡所得、一時所得及び

　

雑所得を有する場合における第３条、 第６条の３、 第６条の７及び第１７条の

　

規定の適用については、第３条第１項中「山林所得金額の合計額から同条第

　

２項」 とあるのは「山林所得金額並びに外国居住者等の所得に対する相互主

　

義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和３７年法律第１４４号）第８条第

　

２項 （同法第１２条第５項及び第１６条第２項において準用する場合を含む。）

　

に規定する特例適用利子等の額（以下この条及び第１７条において「特定適用

　

利子等の額」 という。） の合計額から法第３１４条の２第２項」 と、 「山林所得

　

金額の合計額 （」 とあるのは「山林所得金額並びに特例適用利子等の額の合

　

計額 （」 と、 同条第２項中「又は山林所得金額」 とあるのは「若しくは山林

　

所得金額又は特例適用利子等の額」 と、第１７条中 「山林所得金額」とあるの

　

は「山林所得金額並びに特例適用利子等の額」とする。

　

（特例適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例）

１５

　

世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世



１４～１９

　

［略］

　

帯所属者が外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等

　

に関する法律第８条第４項に規定する特例適用配当等、同法第１２条第６項に

　

規定する特例適用配当等又は同法第１６条第３項に規定する特例適用配当等に

　

係る利子所得、配当所得及び雑所得を有する場合における第３条、第６条の

　

３、 第６条の７及び第１７条の規定の適用については、 第３条第１項中 「山林

　

所得金額の合計額から同条第２項」 とあるのは、 「山林所得金額並びに外国

　

居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律第

　

８条第４項 （同法第１２条第６項及び第１６条第３項において準用する場合を含

　

む。） に規定する特例適用配当等の額 （以下この条及び第１７条において 「特

　

例適用配当等の額」 という。） の合計額から法第３１４条の２第２項」 と、 「山

　

林所得金額の合計額（」とあるのは「山林所得金額並びに特例適用配当等の

　

額の合計額 （」 と、 同条第２項中 「又は山林所得金額」 とあるのは 「若しく

　

は山林所得金額又は特例適用配当等の額」 と、第１７条中 「山林所得金額」 と

　

あるのは「山林所得金額並びに特例適用配当等の額」とする。

１６～２１

　

［略］

　

附

　

則

　

（施行期日）

第１条

　

この条例は、 平成２９年１月１日から施行する。

　

（適用区分）

第２条

　

この条例による改正後の日向市国民健康保険税条例附則第１４項及び第１５項の規定は、 平成２９年１月１日以後に支払を受けるべき外国居住者等の所

得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和３７年法律第１４４号）第８条第２項に規定する特例適用利子等、同法第１２条第５項に規定

する特例適用利子等若しくは同法第１６条第２項に規定する特例適用利子等又は同法第８条第４項に規定する特例適用配当等、同法第１２条第６項に規定す

　

る特例適用配当等若しくは同法第１６条第３項に規定する特例適用配当等に係る国民健康保険税について適用する。

平成２８年１１月２５日

　

提出

　

日向市長

　

十 屋

　

幸

　

平



議案第８５号

日向市国民健康保険条例の一部を改正する条例

日向市国民健康保険条例（昭和３４年日向市条例第８号）の一部を次のように改正する。
次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後

　

（保健事業）

第１０条

　

市は、 国民健康保険法 （昭和３３年法律第１９２号。 以下「法」 という。）

第７２条の４に規定する特定健康診査等を行うものとするほか、 これらの事業

以外の事業であって、 被保険者の健康の保持増進のために次に掲げる事業を

行う。

（１）～（４） ［略］
２・３

　

［略］

　

（保健事業）

第１０条

　

市は、 国民健康保険法 （昭和３３年法律第１９２号。 以下 「法」 という。）

　

第７２条の５に規定する特定健康診査等を行うものとするほか、 これらの事業

以外の事業であって、 被保険者の健康の保持増進のために次に掲げる事業を

行う。

（１）～（４） ［略］

２・３

　

［略］

の
・の

　

附

　

則

この条例は、 公布の日から施行する。

平成２８年１１月２５日

　

提出

日向市長

　

十 屋

　

幸

　

平



議案第８６号

日向市企業立地促進条例の一部を改正する条例

日向市企業立地促進条例 （昭和６３年日向市条例第１９号） の一部を次のように改正する。
次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

別表第１

′

　

奨励

　

措置

　

の種

類
１～８

９オフ

イ ス

施

　

整

　

助

　

金

（第３条、第５条関係）

対象事業者

［略］

１の項対象事

者の欄第１

第２号に規

する情報サ

　

ビス施設の

準に該当す

る事業者

奨励措置の内容

別表第１

奨励

措置

の種

，，

　　

類
Ｅ

　

Ｉ～８

９オフ

イス

（第３条、第５条関係）

対象事業者

［略］

１の項対象事

者の欄第１

ハ第２号に規

する情報サ

　

ビス施設の

準に該当す

る事業者

奨励措置の内容

１

　

情報サービス施設の用に供するために整備した当

該施設の改装等に係る費用で、市長が認定した額の３

分の２の額（その額に１万円未満の端数が生じたとき

は、 これを切り捨てた額） を交付する。 ただし、 事

の用に供する施設の床面積１平方メートル当たり３

万円を限度とし、 その額が３，０００万円を超えるときは

３，０００万円とする。

２

　

前項の改装等は、当該情報サービス施設の操業開始

の日前１年以内に整備したものに限る。

情報サービス施設の用に供するために整備した当

該施設の改装等に係る費用で、市長が認定した額の３

分の２の額（その額に１万円未満の端数が生じたとき

は、 これを切り捨てた額） を交付する。 ただし、 事

の用に供する施設の床面積１平方メートル当たり５

万円を限度とし、 その額が３，０００万円を超えるときは

３，０００万円とする。

２

　

前項の改装等は、当該情報サービス施設の操業開女

の日前１年以内に整備したものに限る。

　

附

　

則

この条例は、 公布の日から施行する。
平成２８年１１月２５日

　

日向市長

　

十

　

屋

提出

幸

　

平



議案第８７号

日向市農業委員会の農業委員及び農地利用最適化推進委員の定
数を定める条例

農業委員会等に関する法律（昭和２６年法律第８８号）第８条第２項に規定する農業委員の定数は、１４

人とし、 同法第１８条第２項に規定する農地利用最適化推進委員の定数は、１６人とする。

　

附

　

則

　

（施行期日）

１

　

この条例は、 平成２９年７月２０日（この条例の公布の際現に在任する選挙による委員の全員が全て

　

なくなったときは、 そのなくなった日の翌日） から施行する。 ただし、 次項の規定は、 公布の日から

施行する。

　

（日向市農業委員会の選挙による委員の定数、選挙区及び選挙区ごとの委員の定数に関する条例の廃
止）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

２

　

日向市農業委員会の選挙による委員の定数、選挙区及び選挙区ごとの委員の定数に関する条例（昭

和３２年日向市条例第４号） は、 廃止する。

　

（日向市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正）

３

　

日向市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和４１年日向市条例第２８

　

号） の一部を、 次のように改正する。

を別表中

農業委員会 会長 月額 ５７，０００円

副会長 月額 ４９，０００円

委員 月額 ４５，０００円

農業委員会 会長 月額 ５７，０００円

副会長 月額 ４９，０００円

委員 月額 ４５，０００円

農地利用最適

化推進委員
月額 ４５，０００円

に改める。

平成２８年１１月２５日

　

提出

　

日向市長

　

十 屋

　

幸

　

平

７０


